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○司会（消費者庁・大浦）

皆様、お待たせいたしました。ただいまから「食品に関するリスクコミュニ

ケーション 健康食品の安全性や機能性に関する意見交換会」を開催いたしま

す。

私は、消費者庁消費者安全課の大浦と申します。本日は会の進行を務めます。

よろしくお願いいたします。

消費者庁では、食品安全に関してさまざまなテーマやスタイルでリスクコミ

ュニケーションに取組み、消費者への正確な情報提供に努めております。こう

した取り組みの一環として、本日は、関係省庁連携のもと、健康食品をテーマ

とした意見交換会を開催する運びとなりました。

会の初めに、本日の配付資料を確認いたします。お手元の封筒の中を御覧く

ださい。

議事次第とアンケート、さらにスライドを印刷した資料、１から３まで右上

に数字が振ってあるもの、３部ございます。それから、文章による農林水産省

の資料が１つ、あと消費者庁からのパンフレットとチラシとなっております。

足りない資料がございましたら、お手をお挙げください。途中で資料の不足に

気づかれた方、あるいは資料をもう一部欲しいという方は、休憩時間にスタッ

フにお申しつけください。余部がある分はお持ちいただけます。

それでは、本日のプログラムにつきまして御案内いたします。お手元の次第

をごらんください。

基調講演として、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所国立健康・

栄養研究所情報センター長 梅垣敬三様に御講演いただきます。その後、厚生

労働省、消費者庁の担当官から情報提供いたします。10分の休憩を挟みまして、

パネルディスカッションと会場の皆様との意見交換、質疑応答を行います。終

了は16時30分を目安としております。円滑な議事進行に御理解をお願いいたし

ます。

なお、事前にいただきました御質問については、できる限りそれぞれの説明

の中で触れるよう参考としておりますが、時間の都合上、全ての御質問にお答

えすることが難しい場合がございますので、御了承ください。その場合は、会

の後半に設けています意見交換、質疑応答の時間に再度お寄せいただきますよ

うお願いいたします。

また、この会は、広く情報提供する目的から、説明内容と意見交換の様子を

議事録としてまとめ、後日、関係省庁のウエブサイトで公表いたします。意見

交換の際に、御所属、お名前を公開されることに不都合がおありの方は発言時

にその旨をお申し出ください。

それでは、プログラムを進めてまいります。
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本日は、初めに主催者を代表しまして御挨拶を消費者庁から予定しておりま

したが、急な業務が入りまして、会場に来ることができませんでした。申し訳

ございません。このまま基調講演に入りたいと思いますが、その前に、取材カ

メラによる冒頭のカメラ撮りはここまでといたします。写真及び動画等の撮影

はここで終了してください。撮影のみの方は御退室をお願いいたします。

なお、主催者による資料としての撮影は継続させていただきます。

（報道関係者退室）

○司会（消費者庁・大浦）

それでは、基調講演に移ります。

初めに、「健康食品の安全性と有効性について」と題しまして、国立研究開発

法人医薬基盤・健康・栄養研究所国立健康・栄養研究所情報センター長 梅垣

敬三様に御講演いただきます。よろしくお願いいたします。

○梅垣氏(国立健康・栄養研究所)

皆さん、こんにちは。ただいま御紹介いただきました栄養研究所の梅垣と申

します。

〔スライド１〕

今日は、健康食品の安全性、有効性ということで、健康食品全般についてお

話をしたいと思います。

〔スライド２〕

お手元の資料にパワーポイントの印刷版が入っています。

機能性を表示した食品の全体像では、健康食品という言葉は実は法令上の定

義は全くなく、いろんな健康にいい食品という全体的なものを言っていること、

その全体像についてお話をします。

それから、医薬品との違いを理解してほしいということです。健康食品で病

気が治るとか治療ができるとかいうことは普通あり得ないということです。そ

のお話をします。

健康食品は健康の保持増進というか、いいことを期待して利用するのですが、

実際に全ての人に安全な食品はありません。使う方とか使う方法によって健康

被害が起こる場合もあります。安全に利用するにはという話をしたいと思いま

す。

それから、効果的に利用するにはということ。どんないい製品でも使い方に

よっていい場合もあるし悪い場合もある。そのことをお話ししたいと思います。

最後に、食品の機能性で考慮すべきこと。これは実は私の考え方も結構入っ
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ています。最近、食品に機能性ばかりを追い求めて本当の食品のあるべき姿と

いうのが余り理解されていないのではないかと思います。そこのところをお話

ししたいと思います。

〔スライド３〕

まず、食品の表示ということについてお話しします。

食品の表示というのは、消費者がいろんな製品を選ぶときの選択肢として、

表示を見て利用する手がかり、判断基準になるものです。企業の方は、消費者

が求める製品をつくって、それがどういう内容のものか、表示を介して消費者

に伝えたい。表示というのは企業と消費者を結びつける一つの言語のようなも

のです。これを調整しているのが行政、また海外のいろんな制度の影響もあり

ます。これが表示とそれぞれの関係者の全体像ということです。

〔スライド４〕

昨年４月から食品表示法が施行されました。これは、包括的、一元的な制度

です。一つのポイントは、安全性及び消費者の自主的かつ合理的な食品選択の

機会を確保する。消費者が自主的に合理的に選択できるようにした表示という

ことです。消費者のためにある表示と言ってもいいと思います。

この表示は３つの事項に分けられます。まず、安全性、２番目に製品の品質、

３番目に健康の保持増進。この3番目が、健康食品、健康効果を求めるところに

関係してくる部分だと思います。

〔スライド５〕

機能性を標榜した食品はいろいろあります。消費者は、いろんな商品を見る

ときに、どのような根拠でその商品がつくられたかを知りたい、そのために表

示があるわけです。例えば動物実験だけだと、ヒトで本当に効果があるかどう

かわからない。試験管の中の実験だけだと消化吸収のことは一切わかりません

から、ヒトが口から摂取して効果があるかはわからない。ヒトの試験で無作為

化比較試験（RCT）というのがあります。これはかなり信頼できる試験方法です。

これらの根拠から最終的な製品になっているものもあります。例えば、特定保

健食品はRCTで試験して、効果、安全性を証明しなければいけないとなっていま

す。消費者がこういう様々な商品を選ぶときにいろんな表示を見て参考にされ

るのですが、そこのところで一番問題になるのは法律による規制です。要する

に、根拠のない表示をしていたら困るということで表示を介した調整がされて

いるということです。

〔スライド６〕

特に今回のお話で注目していただきたいのは、機能性を表示した食品は、誰

が何をどのような目的で利用するかによって有益にも有害にもなることです。

全ての人に安全なものはないし、全ての人に効果があるものもなかなかない。
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いい製品でも使い方を間違えれば悪くなる。これをぜひ理解していただきたい

と思います。

〔スライド７〕

日本では、私たちが口から摂取するもので医薬品以外のものは全て食品にな

っています。食品に対して効能・機能の表示はできない。なぜかというと、こ

ういう表示をしてしまうと消費者は薬と勘違いして、病気の治療、治癒の目的

に使ってしまう。まともな医療にアクセスできない状況が出てくる。だから、

普通の食品には表示をしてはいけない、これが原則です。

ただし、特別用途食品、これは特別の用途に適するもので、国の審査が必要

です。これは特別の用途の表示ができます。それから、保健機能食品、これは

特定保健用食品、栄養機能食品、機能性表示食品の３つの総称名です。これに

ついても限定的な機能性の表示ができます。

特定保健用食品は、保健の機能が表示できて、国が審査して、このマークが

あります。栄養機能食品は、栄養成分に限って機能性の表示ができます。ただ

し、これは国の審査はしていない。３つ目が昨年４月から始まった機能性表示

食品、これは保健の機能表示ができます。トクホと同じような表示ができます

が、国への届け出は必要ですが事業者責任で表示する。これが全体像です。こ

れらの食品については限定的に表示ができるということです。

一つの重要なポイントは、消費者の自己判断で利用するものは青の枠で囲っ

たものです。特別用途食品はなぜ外してあるかというと、これは、医師、管理

栄養士の管理下で使うもので、原則として消費者の自己判断で使うものではな

いのです。この内容を消費者が正しく理解されているかどうかというのが表示

のところでは一番の問題点になると考えていいと思います。

〔スライド８〕

健康食品という言葉の定義はないと言いましたけれども、市場に流通してい

る健康食品と呼ばれるものは食品の中に入っていて、これは２つに分けられま

す。

まず、国が制度を創設して機能の表示を認める。要するに表示の許可、表示

をしてもいいかどうかという製品です。これが保健機能食品で、特定保健用食

品、栄養機能食品、機能性表示食品、この３つの総称です。これは限定的な表

示ができます。これ以外のものは、行政でいわゆる健康食品と言っていて、機

能の表示は認められていないということです。機能性食品、サプリメント、い

ろんな名称があります。

ここで注意してほしいのは、ここに機能性食品、ここに機能性表示食品があ

りますが、「表示」というのが入っているだけで全然違うのです。機能性表示食

品は国のルールがあって表示できるもの、一般的に昔から言っている機能性食
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品というのは表示ができるとは限らない。国のルールに従って、それなりの根

拠があるのであれば、こちらのトクホとか機能性表示食品になりますが、それ

に従っていないものは機能性食品といって、これは機能表示ができないものと

いうくくりになります。

一番の問題は、いわゆる健康食品の中に、無承認無許可医薬品といって医薬

品成分を入れてみたり、がんに効く、糖尿病に効くというような標榜をしてい

るもの、これはもはや食品ではありません。こういうものが実はいわゆる健康

食品の中に入っているという問題点があります。これらが健康食品と言われる

ものの全体像と考えていいと思います。

〔スライド９〕

一般にいろんな健康食品を見られると、消費者の方は、この製品にはこうい

う原材料が入っている、この原材料にはこういう効果があると思われますが、

原材料の情報と製品の情報は必ずしも一致しません。

例えば消費者が最終製品を見られるときに、ビタミンが入っている、何とか

エキスが入っているとあります。ビタミンとかミネラルというのはかなりしっ

かりした有効性と安全性の根拠がありますけれども、実際にどういう原材料を

利用するかによって製品の安全性、有効性は変わります。かなり粗悪な品質の

ビタミンが入っている原材料を使えばその製品が安全かどうかわからないし、

何とかエキスとかいう植物エキスの場合は何が本当に重要な成分なのかわから

ない場合があります。ですから、最終製品と原材料の情報は必ずしも一致しな

いということをぜひ理解していただきたいと思います。

最終製品に添加された原材料の有効成分の量と純度が、最終製品の有効性、

安全性に影響してくるということです。この点が実は医薬品との大きな違いな

のです。医薬品は原材料の規格もありますし、純度もしっかりしていないとい

けないということです。医薬品と健康食品で同じような錠剤・カプセルの形態

をしていても、両者は全く違うものと考えてもいい場合があるということです。

〔スライド10〕

今のことを踏まえて、特定保健用食品を見てみますと、特定保健用食品は個

別許可型の食品です。ここの重要なポイントは、最終製品を用いて有効性、安

全性の試験をしてあります。原材料のところもチェックされていますが、消費

者が摂取する最終製品でどうなのかをチェックされているということです。

最終製品のチェックを誰がやっているかというと国が行っています。客観的

に行われているということです。ここも重要なところです。

許可証票があって、もう一つ重要なところは、現状ではほとんどが明らかな

食品形状です。普通の食品の形態をしていれば過剰摂取することもないですし、

変な使い方は余りされないということです。医薬品的な効果を期待して利用す



7

る人はそんな多くはないと思います。情報は最終製品の情報となっているとい

うことです。

〔スライド11〕

では、栄養機能食品はどうかというと、これは必要な栄養成分を足りない人

が補給・補完するという目的で出ています。規格基準があり、ある製品の中に

どれだけの栄養成分が入っていれば国への届け出とか審査は不要で、製造者の

自己認証によって栄養成分の機能表示ができます。今、許可されているのは、

ビタミン13成分、ミネラル６成分、n-3系脂肪酸です。

既定の栄養機能と注意喚起のみが表示できるということで、この表現を変え

てはいけないということになっています。

昨年から変わったのは、昔は卵だけは表示してもよく、生鮮食品はだめだと

いうことになっていましたが、昨年４月から生鮮食品も包装されていれば表示

してもいいというふうに変わっています。

この食品は成分の情報です。栄養機能食品は基本的に成分の情報として提供

されていて、最終製品の情報とは限らないということです。ここは非常に間違

いやすいところです。

〔スライド12〕

では、昨年から始まった機能性表示食品は、届け出制で、一定の科学的根拠

に基づいて事業者の責任で特定の保健の目的が期待できる旨の表示をする。ト

クホと同じような表示ができるということです。

消費者庁長官に販売前に届け出て、消費者庁長官による個別審査は経ない。

形状は、サプリメント形状、その他の加工食品、生鮮食品、全ての食品が対象

になっているということです。

ただし、病気の人、未成年、妊婦、授乳婦、こういう人は少なくとも対象と

しない。機能性表示食品でこういう病気の人にいいですよというのはあり得な

いということです。ここは重要なところです。

この食品の有効性の根拠は、関与成分の研究レビューでもオーケーとなって

います。要するに、成分のレビューであって、製品のレビューになっていない

場合があります。ここはトクホと違うところです。

それから、トクホと違って、錠剤・カプセルのものが半分ぐらいあります。

ここも特定保健用食品と違うところです。

〔スライド13〕

わかりにくいので、特定保健用食品と機能性表示食品を比較してみました。

類似点は、特定の保健の目的が期待できることを表示できる。これは似てい

ます。

ところが、特定保健用食品は国が非常に厳しい審査をします。そうすると企
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業の負担が大きいということです。最終製品で評価します。機能性表示食品は、

中小企業が参入できるということでできた経緯もありますので、企業の負担は

小さい。トクホで表示できなかった機能表示ができる。肌、目の機能とかです。

トクホでなぜそういうものが表示できなかったかというと、評価方法がまだ十

分確立していないので、トクホでは出てきていないという理由もあります。

企業の責任で科学的根拠を評価して、最終製品または機能性関与成分に関す

る既存の文献レビューでもいい、最終製品で評価しているものもありますが、

文献でレビューしてもいいということです。ここのところは重要で、情報は製

品情報とは限らない。成分の情報のことを言っていて、最終製品に本当に効果

があるかどうか、そこまでは検証できていないということです。

ただ、こういうことを言うと、機能性表示食品はいいかげんだという人もい

ますが、ここの枠の中に入らない、いわゆる健康食品というのはかなり市場に

まだ多くある。健康食品が全て悪いとは言いませんが、消費者がどういう根拠

で使えばいいかわからないというところが一つの問題点です。

〔スライド14〕

医薬品との違いということをお話ししたいと思います。

〔スライド15〕

健康食品と医薬品というのは、最近、錠剤・カプセルのものが多くなってわ

かりにくくなりましたが、違いは３つあります。

まず、製品としての品質が医薬品はかなりしっかりしています。GMPで製造さ

れているという話がありますが、医薬品のGMPと健康食品のGMPは同じではあり

ません。医薬品のGMPはかなり厳しい。

病気の人が対象となっているというのが主に医薬品です。健康食品は病気の

人を対象にしていない。健康が気になる方ということです。

それから、医師、薬剤師の管理下で使われているのが医薬品です。作用が強

いから有害事象が起こりやすいのです。ですから、専門職が間に入って、何か

問題が起こったときにすぐ対応できるような環境ができているということです。

では、健康食品はどうかというと、選択、利用は消費者の自由です。消費者が

よく理解されていたらいいのですが、そういうことはなかなか難しいというこ

とで、ここはやはり重要な点になると思います。

〔スライド16〕

繰り返しになりますが、利用環境が安全性に大きく影響します。誰が誰に何

を摂取させているか。サプリメントを医療関係者が勧めている場合もあります。

この場合は、医療関係者が指導したり助言したりして使っていますので、効果

的に利用できるでしょうし、有害な影響が出てきたときにそこで一旦やめてく

ださいという助言が入るわけです。ところが、消費者が自己判断で使うと有効
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に使えるかどうかもわからないし、有害な影響が出たときに、健康食品の影響

なのか、別の影響なのか判断ができない。ここのところが非常に重要なところ

です。

健康食品とかサプリメント、食品で流通しているところの問題点は、消費者

の自己判断というのが一つのポイントになると思います。

〔スライド17〕

これは、いろんな国の健康強調表示の図を示したものです。消費者庁が食品

の機能性評価モデルで出された図を借りてきました。いろんな表示があります

けれども、見ていただきたいのはここです。疾病の治療、予防目的とする表示

というのは、どこの国も医薬品以外のものには認めていないのです。なぜこう

なっているかというと、医薬品以外のものが医薬品のように使われるとまとも

な医療ができなくなります。だから、こういう縛りが出てきているということ

です。

〔スライド18〕

アメリカは、ダイエタリーサプリメント制度がかなり前からあります。サプ

リメントの先進国と言う人もいますが、実はアメリカのダイエタリーサプリメ

ントも医薬品ではないのです。治療とか予防の目的には使えない。実際にアメ

リカで未熟児にダイエタリーサプリメントが病院の中で投与されて、未熟児が

死んだという事例があります。ムーコル菌症というまれな感染症らしくて、乳

幼児や免疫系が弱い人に感染を起こすということです。この製品はプロバイオ

ティック、体にいいというので、乳児、小児向けに販売されていました。健康

な乳児、小児が使えば問題なかったかもしれませんが、未熟児や免疫系の弱い

人が使って問題を起こしたということです。

どこが問題かというと、サプリメントは医薬品ではないのです。アメリカで

もダイエタリーサプリメントは医薬品ではありません。それが医薬品のように

使われると問題です。医薬品のように徹底した製造管理がされていないのです。

医薬品はきっちり管理されているということで、ここは重要なポイントになる

と思います。日本で言っているサプリメントもあくまでも食品で、医薬品では

ない。医薬品のように使うと問題を起こす事例があるということがここから推

定できると思います。

〔スライド19〕

もう一つ重要なことは食薬区分というのがありまして、専ら医薬品として使

用される成分本質のリストができています。これは原則として食品には使って

はいけないとなっています。どうやって評価しているかというと、医薬品とし

ての使用実態、毒性、麻薬等作用、こういうのを考慮して、厚生労働省が、食

品に該当するか、医薬品に該当するか、判断しています。
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一つの事例としてセンナというのがあります。センナは緩下剤として皆さん

よく御存じだと思いますが、医薬品として使える部位は果実やこういうところ

だけです。ただ、茎は非医薬品、食品にも使ってもいいということになってい

ます。なぜこういうことが起こるかというと、葉の部分はセンノシドというの

が非常に多くて薬効があり、作用が強い。作用が強いというのは有害な影響が

起こりやすい。食品としていろんな人がいろんな使い方をするのになじまない

ということで、これは医薬品として管理するということです。健康食品でセン

ナというのはよく見られるかもしれませんが、センナの茎と必ず書いてありま

す。センナだけの表示だとアウトです。そういうところもあります。

ここからわかることは、作用が強い原材料や成分は危ない。一般の方は、効

果を期待して健康食品を求められる。これは当然で、わかるのですが、作用が

強いのは別の現象も起こしやすいということの裏返しだと常に認識したほうが

いいということです。

〔スライド20〕

誰が何をどのような目的でどのように利用するかが重要ということを話しま

した。では、特定保健用食品、栄養機能食品、機能性表示食品が想定される利

用対象者は誰かというと、特定保健用食品は健康が気になり始めた人で、病気

の人ではありません。病気の人は使ってもいいのですが、基本的には健康が気

になり始めた人が対象者です。

栄養機能食品は、ビタミンやミネラル等の栄養素の補給・補完が必要な人で

す。ビタミン、ミネラルを十分とっている人がさらにとっていいというデータ

は、最近は否定されています。海外での情報ですが、ビタミン、ミネラルのサ

プリメントをとっている人は普段の食事も気をつけていて、さらに多くとって

いる。本当に不足している人はとっていないという実態があります。ここのと

ころは使い方の問題もありますが、想定される利用対象者は栄養素の補給・補

完が必要な人です。

昨年から始まった機能性表示食品は誰が対象者かと考えてみますと、想定さ

れる対象者はトクホと同じように健康が気になり始めた人で、病気の人、未成

年者、妊産婦、こういう人は除くというふうになっています。機能性表示食品

で、例えば病気の人にいいとか、こういう疾病を持っている人がとったらいい

という宣伝がもし出ていたら、それは制度からかなりずれていると考えていい

と思います。

〔スライド21〕

３番目に、安全に利用するにはということをお話ししたいと思います。

〔スライド22〕

健康食品が関係した被害というのは２つあります。ここに書いてありますよ
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うに、健康被害、経済被害です。安全性の話をすると健康被害ばかりを皆さん

注目されますが、実は健康食品の被害で多いのは経済的な被害です。消費セン

ターを介してPIO-NETで集まってくる情報を以前、分析させてもらったのですが、

90数％は高額な商品を購入したから返品したいという苦情です。健康被害とい

うのはそんな多くないです。明確にはわかりませんが、10％以下です。４％と

か５％という報告があります。

この中の被害の要因は何かというと製品自体の問題、多くは違法製品です。

無承認無許可医薬品といって医薬品成分を入れていれば当然作用が強いですか

ら、有害事象を起こしやすい。有害物質に汚染されているものは被害を起こし

やすい。これが一つです。この部分は今、行政がかなり対応しています。

もう一つは利用方法の問題です。医薬品と勘違いして利用したり、医薬品と

の併用によって相互作用を起こした事例、体質に合わない人の利用、アレルギ

ー、そういう場合です。それから、病気の人の利用、過剰摂取、こういうとこ

ろは、製品はしっかりしていても、利用者がどう利用するかによって健康被害

を起こす可能性があります。ここのところは、本当は事業者がちゃんと情報提

供もしなければいけないですが、消費者もこういうことで健康被害を起こしや

すいということもぜひ理解していただきたいと思います。

〔スライド23〕

では、安全性のことです。全ての人に安全な製品は実はありません。食品に

ゼロリスクを求めるのは現実的にはできない。摂取量とか摂取対象者によって

変わります。例えば病気の人、高齢者、妊婦、小児、こういう人はやはり影響

を受けやすい。特に錠剤・カプセル状の製品で安全というのを調べたデータは、

例えば妊婦や小児では実はないのです。あったらこれは大変なことで、基本的

にそういう実験はできません。データがないのです。小児とか妊婦は、今、食

べるものがないのだったらサプリメントを使うのもいいのですが、昔から食べ

てきたものがいっぱいあるのだったら、何も錠剤・カプセルのものを摂取する

必要はない。大きくなって影響が受けないような状態になったら摂取されれば

いい、そういう考えで対応すべきだと思っています。

〔スライド24〕

体質に合わない製品、これが結構問題になります。アレルギー症状を起こす、

肝機能障害を起こすという事例があります。それほど頻度は多くないのですが、

あります。では、どういう成分で起こすかというと、ローヤルゼリー、コリア

ンダー、ウコン、天然物がほとんどです。天然自然は安全だと思われています

が、実は天然自然のものでアレルギーを起こしている事例は結構あります。こ

このところも認識していただきたいと思います。

既に何らかのアレルギー症状を経験した人は特に注意したほうがいい。健康
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被害の情報を見ていると、もともとアレルギー症状を起こして、この健康食品

を飲めばアレルギーが緩和できるというので使われる場合がありますが、そう

いう人はアレルギーを起こしやすいのです。もともとアレルギー症状を起こし

やすい人がアレルギー症状を緩和するために使うというのは、かなり問題にな

ると思います。ただし、そのときに医療関係者が間に入っているのか、それと

も消費者の自己判断で使うか、ここは大きな違いで、医療関係者が間に入って

いればそれなりに使えます。しかし、消費者が自己判断で使うというのが問題

になると考えていただければいいと思います。

〔スライド25〕

有害事象から得られる情報ということで、実は機能性表示食品のところは医

薬品との相互作用とか販売前にいろんな条件がつけられていますが、市販後に

起きる現象を完璧に把握するのは難しいと思います。販売した後にどういう現

象が起きているかを積極的に収集するべきです。例えば製品に含まれる成分に

感受性の高い人とか、医薬品との相互作用、これは実は何万人とか使わないと

わからない現象です。ここのところを積極的に集めていかないといけないとい

う問題点があると思います。

例えば、特定保健用食品でも何十人という試験はされます。そこから出てく

るデータの解釈は一般的には問題ないでしょう。でも、特別に感受性が高い人

が摂取したときに何か問題を起こす可能性があるというのはわからないわけで

す。それをどう対応するかというと、市販後にちゃんと調査するというのが重

要になってくるわけです。

〔スライド26〕

では、実際にどういう被害事例が集まっているかということです。これは厚

生労働科学研究費をいただいて我々のところで検討した内容です。厚生労働省

に健康食品の被害は保健所を介して集まるようになっています。医療関係者を

介して情報は提供されるので、医学的なデータが多くて、かなり信頼性は高い

データです。でも、年間20件も多分ないと思います。その中の例えばある製品

で問題があったとしても、本当にそれが原因かどうか確定できないし、行政側

がすぐに動くことはできない。

消費者センターも情報を集めています。PIO-NETで集められていますけれども、

契約解除とか返品の情報が多い。この中にも注目すべ重要なポイントになるよ

うな事例もあります。

それから、事業者が顧客から集めている情報があります。これは大部分が苦

情ですが、この中にもやはり注目すべき事例があると思います。

これが今、１カ所になかなか集まりにくい。システム的にはあると言われて

いますが、具体的に企業の人がどうやって報告するかというのは明確になって
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いないので、それほど集まっていないと思います。

そのときに、フィルターにかけて因果関係を判断するアルゴリズムという評

価票をつくって整理すると、関係がないもの、因果関係が弱いものもあります。

因果関係が強く、緊急に行政が対応しなければいけないような事例がわかって

きたら、健康被害を未然に防いだり拡大防止ができるわけです。これができて、

因果関係がわからなくても早く対応できれば、これは企業のメリットにもなる

のです。被害が拡大してしまってからいろんな問題が起きると、企業が対応で

きないような状況になります。そういう意味では、３つの情報収集のところか

らきっちり情報が集約できて、それが分類できるようなシステムが必要だと思

っています。

最近、別件で情報を集めていますが、消費者に健康被害を受けたときにどこ

にまず問い合わせますかと聞いたら、大体、企業です。企業に情報がどうも入

っているらしいですね。企業から被害情報が国に提供されるというのが非常に

重要になってくると思います。

〔スライド27〕

そのときにどういう情報を提供すればいいか、これが重要になります。企業

の担当者によって考え方が変わったら、企業間でばらばらな情報が集まってき

ても困ります。

我々のところで健康被害の因果関係のスクリーニング評価票をつくってみま

した。例えば「その有害事象は、健康食品の摂取後に起こりましたか」が「は

い」だったら下に行きます。「摂取中止・減量により観察された有害事象は和ら

ぎましたか」というのは､健康食品の場合、摂取を中止したら症状は緩和されま

すが、ここで「はい」と言ったら、因果関係はかなり強くなってくるというこ

とです。さらに、健康食品は高いので、もったいないからといって健康被害が

出た後もう一回飲む人がいるのです。そのときに再摂取で健康被害がもう一回

出てきたら、これは製品と健康被害の因果関係はほとんど決まります。これが

全て非常に確からしいと報告されれば行政側は動きやすい。企業側もそういう

情報を把握しやすいということです。

一方、再摂取はしなくても同じような事例があったかどうか見て、可能性が

より強くある、確からしい、非常に確からしいということになれば、この事例

は全て行政側に上げるというふうにしてもらえれば、健康被害の未然防止、拡

大防止にかなり寄与できると思います。

ただ、多くの事例は、可能性があるというレベルがほとんどです。ですから

企業の方にとっては、こういう評価をして自分のところの製品の管理ができる

というメリットもあると思います。

この因果関係の評価票で実は全部評価できるわけではないので、もう一つの
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チェック項目として、軽微な健康被害と考えられるもの、軽度な健康被害と考

えられるもの、医療機関を受診したとか、こういうものは全て国に上げるべき

だと言っていいと思います。実は赤字のところはこの研究をやるときに事業者

に協力していただきまして、ここのレベルだったら上げてもいいという回答を

得ています。事業者の方はこれぐらいだったら上げてもいいと思われているよ

うです。ほとんどこういうのは出てこないです。かなり頻度としては少ないで

す。健康食品に関する有害事象の評価は、可能性があるというレベルが大部分

だと思います。

〔スライド28〕

この調査をやったときに一つの問題点として、消費者がいつ何をとったかと

いうのを覚えていない、記憶がないことがわかりました。こういう記憶がない

というのは因果関係の調査もなかなかしにくいということになってきます。そ

こで我々のところでは、いつ、どこのメーカーの製品をどれだけとったか、そ

のときの調子はどうか、メモをつくってくださいとお願いしています。

ただ、健康食品と呼ばれるもの、例えばトクホでヨーグルトとかドリンクと

かいっぱいありますね。これを全部書き出したら切りがないので、メモをすべ

きなのは錠剤・カプセル、そういう特定の製品に限ったほうがいいと思います。

それで調子がいいというのだったらその人に合っているから、それは安心して

使ってくださいと言うことができますし、調子が悪い、胃が痛いとか、発疹が

出たということが出てきたらそこで一旦中止してもらう。こういうアドバイス

をすれば被害が拡大することもないし、自分自身に合っているかどうかを消費

者自身が判断できる。できるだけこういうものを消費者側に求めたいというの

で、お願いしているところです。こういうことをすれば、行政側も企業側も正

しい情報を把握できるということになってくると思います。

〔スライド29〕

では、効果的に利用するにはということでお話しします。これは繰り返しで

すけれども、機能性を表示した食品は、誰が何をどのような目的でどうやって

利用するかによって有害にも有益にもなる。全ての人に全部効果があるという

のもないし、全ての人に危ないというものもそんなにないと思います。食品と

してかなり使われていますから、特定の人が特定のちょっと困った使い方をさ

れたら有害になるということです。

〔スライド30〕

これは、食事摂取基準といって日本人がどれぐらいの栄養素をとればいいか

という基準に使われているものです。特定の成分の摂取量が少ないと不足のリ

スクはあります。ずっととっていくと不足のリスクは下がってきて、ほとんど

の人が不足しないという推奨量、目安量が出てきます。さらにずっととってい
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くと耐容上限量というのがあります。これを超えると過剰のリスクが上がって

くる。こういう考え方です。通常の食品から摂取できる範囲はこの辺です。耐

容上限量というのは、実はサプリメントを使わないとこの量を超えることはま

ずないと思います。なぜかというと、通常の食品は、毎日同じものを我々は食

べません。１日当たりにしたら上限量を超えることもありますが、数週間とか、

そのレベルで同じものを食べて耐容上限量を超えることはありませんので、上

限量というのはサプリメント対応でできているということです。特に習慣的と

いうのを認識してほしいと思います。

もう一つよく誤解されているのは、推奨量、目安量を摂取していないから日

本人は不足しているのだとおっしゃることがありますが、推奨量、目安量はほ

とんどの人が不足しない値なのです。推奨量、目安量それよりも少ないから日

本人が不足しているという判断は実はできないこともぜひ認識していただきた

いと思います。そういう情報が結構出ていますが、それは間違いです。

〔スライド31〕

どんなものでもとり過ぎはよくないという一つの事例が､高齢者におけるカ

ルシウムサプリメント摂取と血管イベントの関係です。これはちょっと古い

2008年に出たデータです。閉経後の女性は骨粗鬆症になりやすいので、カルシ

ウムのサプリメントをとられています。

これはニュージーランドで行われた研究で、カルシウムのサプリメントを１

日1,000mg摂取していた群とプラシボ群です。カルシウムのサプリメントを摂取

した群では心臓血管系のイベントを起こしやすいという事例が出ています。ほ

かにも若干同じ報告があります。骨粗鬆症にはならないかもしれませんが、心

筋梗塞や狭心症を起こしやすい可能性も出てくる。私たちは何かの情報が見え

るとそこばかりを見てしまいますが、実はある病気にはならないかもしれない

が、別の病気になる可能性もある。そういう問題も起こしやすいということで

す。

こういう話をすると、では、カルシウムのサプリメントは悪いのですねとい

うふうによく言われるのですが、それは正しいわけではないです。カルシウム

は少な過ぎてもだめだし、多過ぎてもよくない。適度にとらなければいけない

のです。全ての人に効果があり、全ての人に有害なものでもない。どうやって

使うかというのが重要なのです。

カルシウムの場合、成人女性の推奨量は650mgとなっています。耐容上限量は

2,500mgです。摂取量は製品の栄養成分の値から推定できます。カルシウムのサ

プリメントをとっている人は自分のカルシウムの日常の摂取量を把握している

かというとほとんど把握されていない。ビタミン、ミネラルをサプリメントか

らとっている人は、海外も日本も多分同じだと思いますが、ふだんの食事もか
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なり気をつけていて、さらにサプリメントからとっています。多くとり過ぎて

いるということです。本来、少ない人がとればいいのですが、そういうちゃん

とした使い方ができていないということです。カルシウムのサプリメントを今

とっている人は自分がどれぐらいとっているかというのをどうやって把握する

か、これが問題点になります。そこで重要なのは製品の栄養成分表示の値を利

用するということです。

〔スライド32〕

いろんな食品には今、栄養成分の表示があります。例えば牛乳でもカルシウ

ムがどれぐらい入っているか、自分で計算できます。そういう値を把握してい

く。例えば食品Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、自分は何mgとっているか、栄養成分表示を見

て推定できます。推定できないところはここです。推奨量は650mgですが、自分

がとっている量が超えていたらサプリメントを使う必要はない。もし不足して

いたら、不足しているかもしれない量をさらに普通の食品から摂取するか、品

質のしっかりしたサプリメントを使えばいいわけです。どう使うかというのが

重要です。

自分がどれぐらいの栄養成分を摂取しているかを把握しないで摂取するとい

うのは、無駄な摂取につながったり、過剰摂取の問題を起こします。実は食品

の表示をうまく活用することで対応できます。食品の表示は機能表示だけでな

くて成分表示もあります。成分表示をうまく活用して、しっかりしたサプリメ

ントなら利用する価値があると判断できるということです。

〔スライド33〕

うまく使えていない事例として、妊婦における葉酸の摂取時期の問題があり

ます。これは我々のところで調べた結果ですが、妊婦の葉酸の摂取量が少ない

と胎児の神経管閉鎖障害を起こすというのはよく知られています。妊婦にはサ

プリメントが必要ですと、いろいろなところで言われています。

これは妊婦がサプリメントをいつとっているかを調べたデータです。本当は

妊娠前からとらないといけないのですが、ほとんどの方は妊娠に気づいてから

サプリメントをとられています。妊娠に気づくときには神経管はもうできてい

るので、摂取タイミングが遅過ぎるのです。葉酸のサプリメントはいいのです

が、うまく使えていないという実態があります。製品がよくてもうまく使えて

いなければ、これは全く意味がないのです。

これは海外でも同じような現象があって、海外はどうやっているかというと、

意識しなくても葉酸が摂取できるように、政策として穀類に葉酸を強制添加し

ています。なぜそういうことをするかというと、サプリメントはなかなかうま

く使えない実態があるということです。

〔スライド34〕
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有効性の科学的根拠があっても消費者に有用とは限らない。保健機能食品の

効果は限定的条件で得られている。例えば、特定保健用食品で体脂肪が気にな

る方の食品というのはあります。誰を対象にして試験しているかというと、BMI

が25以上、ちょっとぽっちゃりしている人が摂取して体脂肪がつきにくいとい

うデータがとられています。ですから、普通の人や痩せている人がとって、さ

らに痩せるというデータはありません。安全性試験をしていて、特定保健用食

品でBMIが22とか23の普通の人を試験しています。過剰量、３倍量を摂取させて

いますが、ほとんど何も影響がないというデータです。多く摂取してもなぜ影

響ないかというと、それは普通の人だからです。どういう製品でも誰が使うか

によってデータは変わってくるということです。例えば特定保健用食品で体脂

肪が気になるなら、太りぎみかどうかというのは考えるべきだと思います。使

い方のところが重要になるということです。

〔スライド35〕

そのときに参考になるのは製品の表示です。こういう製品を見るとあなたの

何とかをサポートとあります。これはキャッチコピー、キャッチフレーズとい

うもので、行政側が、例えばトクホの審査で見ているのは、許可表示、こうい

う何とかを含むためどういう方に適していますというところで、摂取する上で

の注意事項も書いてあります。ここを読んでいらっしゃらない消費者の方が結

構おられる。本来はここがきっちり表示されていて、そこを読めば、例えば栄

養成分がどれぐらい入っているかわかるのです。こういうところの表示をぜひ

見ていただきたいと思います。

〔スライド36〕

原因を取り除くことが重要ということで、特定保健用食品や機能性表示食品

も生活習慣病対応のものが非常に多いのです。病気の原因がわかったら初めて

その対応法がわかるわけです。生活習慣病の原因は何かというと現在の生活習

慣にあります。生活習慣を変えなければ、どれだけすぐれた薬であっても、作

用が強い薬であっても、病状の改善は無理だと思います。では、どうするかと

いうと生活習慣を改善するしかないのです。

生活習慣を改善しようとわかっていてもなかなかできない。これは私自身に

も言えるのですが、わかっていてもなかなかできない。では、どうするか。行

動を変えるときに、トクホとか、こういうものを使うことによって生活習慣を

改善しようという取り組みの動機づけにする。そうすればかなり効果は出てく

ると思います。どう使うか、賢い使い方というのが重要になってくると思いま

す。

〔スライド37〕

そういう意味で、色んな巷の情報がありますが、専門職、消費者がいて、認
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識のずれがあります。ここを埋めるものとして我々の研究所で健康食品の安全

性情報を出しています。

〔スライド38〕

これは実際のページです。この中に基本的な事項とか詳細な情報があります。

海外で、例えばこういう製品が摘発されたとか、注意喚起が出たというのを出

してあります。厚生労働省とも連携して、厚生労働省が発表される健康食品関

係の情報は全てここに入れるようにしています。できるだけ消費者に情報が伝

わるような取り組みをしています。

アメリカの事例で、違法な製品が出回って、何年後かに調査したらまだ使わ

れていた。なぜ使っていたかというと、行政が摘発しているという情報を消費

者が知らなかった。だから使っているという報告があります。違法な製品がど

ういう製品か知ることができる状況にするというのが、いい製品をうまく使う

という対応につながっていくのではないかと思います。

〔スライド39〕

情報を提供するときに、栄養研究所でデータベースをつくっています。ここ

にかなりの情報は入っています。この情報は、見られた方はわかるかもしれま

せんが、ちょっと難しい。消費者にわかりやすい情報を提供することと言われ

ていますが、わかりやすい情報というのは、効くか効かないか、安全か危険か、

どっちかです。そういう情報はないのです。誰がどうやって使うかによって、

いい場合もあるし、悪い場合もある。では、それを消費者にどうやって伝える

かというのが問題になります。

そこで、現場の専門職、医師、薬剤師、管理栄養士、それから健康食品のア

ドバイザリースタッフという方がいらっしゃいます。こういう人を介して情報

を伝えるなら正確に伝わります。こういう専門職の人が我々のところの情報を

見て消費者に伝えていただければ、情報は正しく伝えることができると考えて

います。

それから、注意喚起情報、そういうのはすぐに伝えたいので、これは消費者

がすぐに見て情報が伝えられるようなシステムにしています。

〔スライド40〕

機能性表示の話ですが、食品の機能性表示というのは、企業と消費者を結び

つける一つの言語です。これの表示のところで、今、科学的根拠というのが物

すごく注目されますが、それは事実でいいのです。科学的根拠は研究の推進に

よりますが、こちらだけではやはり十分ではないのです。表示は消費者が正し

く読めるためにあるのであって、消費者が情報を読み解くことができる状況に

しなければいけない。消費者教育と書いてありますが、消費者がちゃんと読め

るような情報にする。この両方が成り立って初めてちゃんとした表示が生かさ
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れる。

これができれば、先ほど言いました生活習慣の改善もできるでしょうし、安

全性の確保もできる。そうすると健康長寿、医療費削減につながると思います。

けれども、今の状況では多分、医療費削減にはならないと思います。それは、

こちらばかりを注目して、企業と学者のところで話しているけれども、消費者

がどう考えてどう行動していて、表示を正しく理解されているかどうかという

のがわかっていないのです。ここが抜けていると私は思います。ここのところ

を結構、今、始められていますが、ここのところを対応すれば、医療費削減に

サプリメントや健康食品がつながるのではないかと思っています。

〔スライド41〕

最後に、かなり個人的な意見も入っていますが、食品の機能性で考慮すべき

ことをお話しします。

「木を見て森を見ず」という言葉があります。現在の食品を取り巻く状況は、

木も見ないで枝葉ばかり、要するに科学技術が進歩して細胞で何かやった、そ

の情報がすぐ新聞に出て、皆さん注目されますが、それは拡大解釈の場合があ

ります。何事も基本が大事、全体を見る。森を見詰めて枝葉を見る。こういう

考え方がぜひ必要だと思っています。

〔スライド42〕

食品の機能性表示でよく言われるのは、食品には３つの機能があるというこ

とです。１次は栄養機能、２次は味覚・感覚、３次は体調調節です。今は体調

調節ばかりが注目されますが、私は、２次機能も大事だと思います。例えば病

気のときに、体調調節作用があるといっておいしくもない食品を食べさせられ

たら元気が出ませんが、おいしいものをちょっとでも食べたら元気が出ます。

そっちのほうがやはり重要で、食品というのはおいしくなければいけないと思

っています。

〔スライド43〕

これは野菜の絵ですが、白黒ですね。これがこうなると全然イメージが変わ

るのです。色を見て、これに香りとかあれば、機能があるないにしても私たち

はおいしく食べて元気が出てくるのです。これが本当の食品の姿ではないかと

私は思っています。そのときに、食品の摂取量と生体影響の考え方がないので

す。何かいいものが入っていたら微量でも効果があると思っていますが、生体

に対して何らかの効果があるには摂取量が必要です。多くとり過ぎると有害な

影響が出ます。つまり、いろんなものは摂取量と生体影響の関係があります。

ここにレバーがありますが、レバーの中にはビタミンがいろいろ入っていま

す。レバーはいいのですが、レバーばかり食べているとビタミンＡの過剰症に

なります。普通、レバーを食べてビタミンＡの過剰症になる人はほとんどいな
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いと思います。なぜかというと、毎日レバーを食べさせると嫌になります。嫌

になるというのが重要なことで、通常の食品形態であれば、体積、容積でおな

かいっぱいになる。味とか香りがあって、私たちの嗜好性があるので、特定の

成分を過剰に摂取することはまずないのです。

基本は普通の食品からとる。食品から食べられない人も中にはいらっしゃい

ます。そういう人は品質のしっかりした錠剤・カプセルのサプリメントをとら

れるのもいいと思います。どうやって使うかというのが重要なのです。全て錠

剤・カプセルが悪いとは言いません。でも、ちゃんと理解して使えるというの

が重要だということを強調したいと思います。

〔スライド44〕

機能性表示食品に戻りますと、これは特定保健用食品、ちょっと古い絵で、

厚生労働省許可でなく現在は消費者庁の許可です。かなり昔のデータです。こ

れは栄養機能食品（カルシウム）、カルシウムの補給・補完に使ってほしい。こ

れは普通のヨーグルトです。消費者がスーパーなどに行ってどの食品を選ぼう

かと思われるときの選択肢を示しているだけなのです。おなかの調子を整える

という根拠をしっかり企業が試験をして、国がチェックしているというのがト

クホで、私はこれを買いましょうというのもいいですし、これは余りおいしく

なくて普通のヨーグルトのほうが私は好きだというなら、これでいいわけです。

要するに、どれを選ぶかという選択肢としてこういうのが出ていると解釈す

べきであって、例えばおなかの調子、ここだけを見詰めてしまうとちょっと間

違った使い方をします。例えば便秘がちな人がヨーグルトをとるのもいいです

が、食べ過ぎると太ってしまいます。食品全体をとるとカロリーオーバーにな

る可能性もあります。どうやって使うかというのが重要で、もしおなかの調子

だけとか、乳酸菌のところだけ見るのだったら､乳酸菌製剤というのがあります。

薬があります。でも、毎日薬を飲むわけではないし、私たちはいろんな食品を

とっているわけです。ふだんとっている食品の中にプラスアルファの効果があ

るというのが重要で、そういうふうに機能を表示した食品を考えていくべきだ

と思います。そうすると機能を表示した食品が有効に安全に使えるような状況

が出てくるのではないかと思います。

〔スライド45〕

もう一つ重要なのは消費者と専門職のコミュニケーションです。消費者が自

己判断で使うというのが問題なのです。わからないときはできるだけ専門職に

聞くというのが重要です。そうすると違法製品や粗悪な製品を選んだり、間違

った使い方はしないようになる。ここのところをぜひ充実させていけばいいと

思います。アドバイザリースタッフがいますから、個々の消費者に適した安全

で効果的な製品の利用情報が提供できれば、いい製品をうまく使えると考えて
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います。

〔スライド46〕

最後ですが、健康の保持増進というのは昔から言っていると思いますが、ち

ゃんとした食生活、適度の運動、適度な休養、このバランスがとれて初めて成

り立つものです。「木を見て森を見ず」の森というのは全体像です。この中の一

つが食品であって、その中のほんのわずかな部分が機能性の表示をした食品だ

と思います。ですから、全体像がうまく回るように機能性表示をした食品を我々

がうまく使えれば、それは有用になるし、全く全体像を見詰めないで使うと無

駄な摂取につながるということが言えるのではないかと思います。

以上です。どうもありがとうございました。

○司会（消費者庁・大浦）

梅垣様、ありがとうございました。

続いて、行政担当者からの情報提供に移ります。

「健康食品の安全性確保について」と題して、厚生労働省医薬・生活衛生局

生活衛生・食品安全部基準審査課新開発食品保健対策室健康食品安全対策専門

官 岡崎隆之から情報提供いたします。

○岡崎（厚生労働省）

皆様、こんにちは。ただいま御紹介にあずかりました厚生労働省生活衛生・

食品安全部の岡崎と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

〔スライド１〕

私のほうからは、タイトルのとおり、健康食品の安全性確保についてという

ことで､今、厚生労働省で取り組んでいる内容について、簡単ですが、御紹介さ

せていただければと思っております。

〔スライド２〕

健康食品についてということで、先ほど梅垣先生のほうからもお話がありま

したけれども、いわゆる健康食品と言われているものについては、紫色で囲っ

ている保健機能食品に去年の４月から新たに機能性表示食品という話題のもの

が入ってきているという状況になっております。それ以外の機能性が表示でき

ないジャンルのもの、いわゆる健康食品と呼んでいますが、こういったものを

含めて健康食品と言っております。

定義がないということで、健康の保持増進に資する食品として販売・利用さ

れているもの全般を指しているというふうにかなり漠然と書いてあります。先

ほど梅垣先生のスライドでもありましたように、ヨーグルトとか、ああいった

ものも何でもかんでも入ってくるということなのですが、そうするとどのよう
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な食品について特に安全性確保の施策をやっていくのかということで、かなり

ぼやけてしまう部分があると考えております。私共としては、健康食品の一般

的な形状である錠剤・タブレット状のものを中心に安全性の確保を進めている

ところでございます。それらのものについては過剰摂取に繋がったり、健康被

害のリスクが高いのではないかという懸念がありますので、そういったものを

中心に取り組んでいるところでございます。

〔スライド３〕

これは、基本的な健康食品の安全性確保に関する取り組みでございまして、

大きく３つございます。

製造段階における方策、健康被害の情報収集と処理体制の強化、消費者に対

する普及啓発ですが、今回のリスクコミュニケーションの場、そういった場で

消費者の方々にきちんと理解していただくことが重要ではないかということで、

大きくこの３つで今、安全性確保対策について取り組んでいるところでござい

ます。

〔スライド４〕

まず、原材料の安全性確保ということですが、健康食品を含む食品全般につ

きましては、基本的に事業者が安全性確保に関する責任を持つと規定されてお

ります。平成17年に安全性確保に関するガイドラインを出していますが、ガイ

ドラインに沿って事業者の自主的な取り組みを推進しているところでございま

す。

この中で、特に先ほどもお話ししましたけれども、錠剤やカプセル状の形態

の食品については、レモン100個分のビタミンＣが１粒に入っていますとか、通

常食べられない量が簡単に摂取されてしまう。それによって健康被害が発生す

るおそれが懸念されますので、そういったものを中心に対策をとっているとこ

ろでございます。

事業者には健康食品に使用する原料について文献検索など行っていただいて

安全性や毒性の情報を収集してくださいということをガイドラインで示してお

ります。

ただ、各企業の情報収集能力や文献などをきちんと読み解くことができるの

か、そういった問題もあると考えておりまして、先ほど梅垣先生がお話しされ

た資料１の19ページの下に「健康食品の安全性・有効性情報」が紹介されまし

たが、そこに素材情報データベースがありまして、こちらに健康食品で一般的

に使われている素材の安全性や有効性の情報が載っておりますので、きちんと

した正確な情報をこういったところから収集していただければと思っておりま

す。数が390件と書いていますが、今は800件ぐらいに、ふえていっております。

毎年、先生にお願いして追加してもらったり、新たな知見が発生しますので、
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中身をリバイスしてもらったり、そういったことで作業を進めてもらっている

ところでございます。

文献収集を行って、食経験に基づいて安全性を確保できないといった場合は、

実際の製品を用いて動物実験などの毒性試験を行う、そういった形で原材料の

安全性の確保を図っていただいているところでございます。

〔スライド５〕

次に、これが製造工程管理（GMP）による安全性の確保でございます。先ほど

原材料の安全性確保のお話をしましたが、せっかく原材料が安全だったとして

も、製造の途中の段階で本来入れるべきものではないものが混入してしまった

り、濃縮の割合を間違ってしまったり、危ない製品に変わってしまう可能性が

あります。そういったことにならないように、安全な原料を受け入れて、製造

工程の中でもその状態をきちんと維持して安全なものを出していく、それを恒

常的にやっていく管理手法としてGMPというものがあるということでございま

す。

製品標準書と言われるものは、料理で言うレシピみたいなもので、原材料が

あって、どういう順番で調理していくとか、そういった基本的なことを書いて

おいて、実際にはそのとおりに原材料を順番に配合していくということですが、

規定されたとおりに原材料を配合して、順番が正しいかどうか、製造管理責任

者が記録をとって担保していくということでございます。

もう一つ品質管理の観点から、品質管理責任者が途中の段階で試験を行って、

調理に置きかえると味見をして塩かげんはいいのか、甘みはいいのかとか、そ

ういったことを確認していって、きちんと品質的なものを担保していく、当然、

記録も残していくということでございます。こういった製品のレシピを決めて、

きちんとできているかどうか記録をとってチェックしていくことをもって安全

な製品を恒常的につくっていくという仕組みでございます。

〔スライド６〕

こちらは安全性確保に係る第三者認証の仕組みです。先ほど御紹介したGMPに

ついても、各企業の皆様がガイドラインに沿って自主的に取り組むという位置

づけになっていますが、ただ、GMPの取り組みの中身、取り組み方や力の入れぐ

あい、そういったものも各企業でばらばらになってしまうということもありま

すので、一定の水準を保つことによって、業界的にもより安全なものを流通さ

せていくということで、今、大きく２つの認証機関があります。認証機関を設

置して、認証機関が各事業者の施設がGMPできちんと管理できているかどうか認

証していくという仕組みがとられております。

認証協議会は、認証機関が認証機関としての能力を有しているのかチェック

するものとして置かれたものでございます。学識経験者や消費者で構成されて
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いて、認証機関を監督する立場にあるということでございます。厚生労働省と

しても、認証協議会に対して活動を支援するという立場でかかわりを持ってい

るということでございます。

〔スライド７〕

こちらは健康食品による被害情報の収集体制です。これは厚生労働省の仕組

みですが、先ほど梅垣先生からもお話がありましたが、保健所に健康被害の情

報は全て集約されるという仕組みになっております。

例えば消費者から直接、苦情や相談が寄せられるケースや、一番多いのは、

消費者が医療機関を受診して、医療機関から健康食品との因果関係が疑われる

のではないかという情報提供がなされてくるとか、あと、製造事業者も、管理

運営基準というガイドラインがありまして、その中で因果関係が疑わしいもの

については保健所に報告するということを示しておりますので、製造者のほう

からも保健所に情報が入るという仕組みになっております。そこで寄せられた

情報については保健所で、例えば製造事業者に対して同様の苦情があるのかな

いのか、あと、医療機関に問い合わせをして因果関係にどの程度の確からしさ

があるのか、もろもろの調査をして、厚生労働省のほうに報告が上がってくる

という仕組みになっております。

寄せられた報告については、私どものほうで専門家の先生方の御意見を聞い

たり、別途、消費者庁のほうでもPIO-NETという仕組みで情報収集しております

ので、同様の苦情があるかないか、そういった確認をとって、必要に応じて製

品名を公表したり、流通の防止措置をとるといった対応をすることとしており

ます。

〔スライド８〕

次に、消費者に対する普及啓発でございます。先ほど梅垣先生もおっしゃっ

ていましたが、今後、消費者に対する普及啓発が重要ということを改めて認識

しております。これも梅垣先生の資料１を拝借するのですが、11ページの下に

利用法の問題というのがあります。企業の方が、正しく使えば安全な摂取目安

量を設定していたとしても、利用方法が問題で健康被害が発生したり、そうい

ったこともありますので、正しい利用法をよく御理解いただいて利用していた

だくということが重要ではないかと考えております。

ここでは健康食品一般に関する知識の普及啓発ということで、今回のような

リスクコミュニケーションとか、パンフレットで普及啓発したり、そういった

ことを進めているところでございます。

事業者の方には、健康食品の場合は１日摂取目安量を表示するという努力義

務がありますので、科学的な設定の根拠を明確にして、消費者から問い合わせ

があった場合は速やかに答えられるようにしていただきたいということでお願
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いしているところでございます。

〔スライド９〕

こちらが最近の注意喚起事例です。健康被害の情報については日々諸外国の

情報も含めてチェックしていますが、その中で、注意喚起したような事例を２

枚ピックアップしてきました。かなり重篤な健康被害、死亡事例が発生してい

ます。

情報の出どころがしっかりしているのか、諸外国の政府機関からプレスリリ

ースの形で出てきておりますが、どこから情報が出てきているのか、もう一つ

は、その製品が日本に流通しているのかどうか、もしくは簡単にインターネッ

トで買えるような環境にあるのかどうかなどを吟味して、注意喚起するかどう

か判断しているということでございます。

これらについてはいずれもその条件に合致するということです。簡単にイン

ターネットで買えるとか、そういったものです。OxyElite Proは、大手のサイ

トでで簡単に買えるような状態になっていましたので、注意喚起をしたタイミ

ングでそちらにも連絡して、販売しないように注意喚起して、すぐ販売をやめ

てもらうという対応をとっております。

〔スライド10〕

ABC Dophilus Powderは先ほど梅垣先生から紹介があったものです。こういっ

た注意喚起というのはこれからも必要に応じて発信していきたいと思いますの

で、皆様方も注意して見ておいていただければと思います。

〔スライド11〕

簡単にお話をしましたが、今回、厚生労働省としてのメッセージとしてこれ

だけは守っていただきたいというお願いがあります。正しく健康食品を使って

いきましょうということで、健康食品を摂取して体調不良となった場合は、ま

ずは摂取をやめる。体調不良が解消しない場合は医療機関を速やかに受診する。

薬のような使い方をしない。薬と併用しない。幾つもの製品を同時に摂取しな

い。たくさんとればいいというものではなく、特にダイエット用の健康食品で

あれば、１日３粒と書いてあると１日６粒飲めばもっと痩せるのではないかと

思いがちですが、痩せることはないし、健康被害につながる可能性もあるので、

そういったことに気をつけていただければと思っております。これも健康食品

の正しい利用法の中にもう少し詳しく書いていますので、ぜひお持ちになって

いただいて、よく読んでいただければと思っております。

食品事業者の皆様にということでは、健康被害の情報を探知した場合、保健

所に連絡してくださいということでございます。その際は、何でもかんでもと

いうわけではなくて、医師の診断を受けるとか、因果関係や関連性が高いとい

うことをよく確認をとって報告してくださいということでございます。引き続



26

き、原材料、製造工程管理をしっかり行っていただいて、安全性の確保に努め

ていただければと思っております。

簡単ですが、以上で終わりたいと思います。どうもありがとうございました。

○司会（消費者庁・大浦）

続きまして、「機能性表示食品制度の現状について」と題して、消費者庁食品

表示企画課課長補佐 清野富久江から情報提供いたします。

○清野（消費者庁）

皆さん、こんにちは。消費者庁食品表示企画課の清野と申します。よろしく

お願いします。

〔スライド１〕

私のほうからは機能性表示食品制度の現状についてということでお話をさせ

ていただきたいと思います。

〔スライド２〕

こちらは、先ほど梅垣先生からもお話がありましたけれども、食品の機能性

表示ができるものが３つあるということでございます。

この中で一番初めにできているのが特定保健用食品です。こちらは平成３年

に制度ができまして、平成５年に第１号が許可されております。これは、一つ

一つ表示したいというものを申請していただきまして、有識者の方々に審査し

ていただいて消費者庁長官が許可するというものでございます。

次にできたのが栄養機能食品です。こちらは平成13年にできております。規

格基準型でございまして、栄養成分の機能表示ができますけれども、下限値、

上限値が決められております。また、表示する文言も食品表示基準で決められ

ております。

昨年４月に新たにできたのが機能性表示食品です。こちらは、事前に消費者

庁に届け出をしていただいて表示ができるというものになっております。

トクホにつきましては、先ほども出てきておりますけれども、マークがつい

ております。栄養機能食品についてはマークがございませんけれども、栄養機

能食品という文言を表示することになっております。機能性表示食品について

もマークはございませんけれども、文言を表示することになっております。

〔スライド３〕

今日は、機能性表示食品につきまして御説明させていただきます。

皆様のお手元にもパンフレットを配付させていただいておりますけれども、

機能性表示食品に関する２つのパンフレットを消費者庁で作成しております。

「消費者の皆様へ」「食品関連事業者の方へ」というものですが、本日は「消費
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者の皆様へ」というパンフレットを使いまして、どんなことが機能性表示食品

に表示されているのかを中心にお話をさせていただきます。

〔スライド４〕

まず、機能性表示食品とは何かということですが、これまでトクホ、栄養機

能食品というものが食品に機能性を表示できるものでありましたけれども、そ

れとは異なる新しい食品の機能性表示できるものが制度として昨年４月から始

まりました。こちらは、事業者の責任で科学的根拠をもとに商品パッケージに

機能性を表示できるものとして消費者庁長官に届け出られた食品です。

〔スライド５〕

具体的にパッケージにどのようなことが書かれているかということについて

御説明したいと思います。

〔スライド６〕

機能性表示食品というふうにまずパッケージに書かれます。これを食品の主

要面に書くことになっております。

それから、届出番号を表示していただくことになっています。消費者庁のほ

うで届け出をいただいたときに企業に番号を提示します。それを表示していた

だくということになっています。この番号につきましては、消費者庁のウエブ

サイトに届け出られた根拠とともに掲載しております。

また、科学的根拠をもとにした機能性について消費者庁長官に届け出られた

内容も表示されています。これが届出表示ということで、表示されています。

〔スライド７〕

次に、表示に書かれていることでございますけれども、１日当たりの摂取目

安量、摂取の方法、摂取上の注意、こういったものが書かれています。こうい

ったものをしっかりと確認してから御利用いただきたいと思います。

〔スライド８〕

また、先ほどから健康食品は医薬品ではないというお話がありましたけれど

も、機能性表示食品も同様ですので、疾病の診断、治療、予防を目的としたも

のではありませんと書かれています。

また、疾病のある方、薬を服用している方は、必ず医師、薬剤師に御相談い

ただければと思います。

〔スライド９〕

また、機能性表示食品の対象ですけれども、疾病のある方、未成年者、妊産

婦、授乳中の方を対象に開発された食品ではありませんので、こういった表示

もされております。

〔スライド10〕

「食生活は、主食、主菜、副菜を基本に、食事のバランスを」という文言が
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パッケージにも書かれておりますけれども、普段の食生活が健康づくりには大

切ですので、こういった文言は必ず記載していただくことになっております。

〔スライド11〕

それから、事業者に問い合わせする際の問い合わせの電話番号を必ず書いて

いただくことになっております。お客様相談窓口や企業の問い合わせの窓口と

いうことで表示していただき、電話番号は必ず書いていただいております。

〔スライド12〕

栄養成分表示を書いていただいておりますけれども、その下に機能性関与成

分がどのぐらい入っているのかを書くことになっております。１日当たりの摂

取目安量を摂取した場合にどのぐらい機能性関与成分を摂取することができる

かがここを見るとわかります。

〔スライド13〕

機能性表示食品の安全性や機能性につきましては、届出のガイドラインをお

示ししておりまして、それに基づきまして、事業者の方々に届け出をいただく

ことになっています。販売日の60日前までに消費者庁長官に届け出をしていた

だいております。

〔スライド14〕

届け出られた内容につきましては、消費者庁のウエブサイトで公開しており

ます。消費者の皆さんは、商品の安全性や機能性がどのように確保されている

のかなどについて、商品の情報を販売前あるいは販売中も確認することができ

ます。

〔スライド15〕

では、どのように事業者が届け出の書類をつくっているかというところを御

紹介したいと思います。

こちらはガイドラインの構成からお示ししております。まず、対象食品とな

るかどうかを判断していただいております。先ほどお話ししたように、病気に

なっている人、未成年の方、妊産婦の方、授乳婦の方、こういった人を訴求の

対象としてはいけないということになっています。また、機能性関与成分が明

確であること、食事摂取基準が定められた栄養素ではないことが条件としてあ

ります。また、特別用途食品、栄養機能食品、こういったものは両方を表記す

ることはできないことになっています。アルコールを含む飲料、脂質やナトリ

ウムの過剰摂取につながるような食品、こういったものは対象になっていませ

ん。

〔スライド16〕

それから、安全性に関する根拠を提出していただいています。安全性につき

ましては、喫食実績によって安全性を説明できる、あるいは既存情報を調査し
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て安全性を説明できる、もしくは安全性試験を実施して安全性を説明できると

いうことで、いずれかの方法で安全性を評価していただいております。

また、機能性関与成分の相互作用に関する評価として、医薬品と機能性関与

成分との相互作用があるのかないのか、あるいは機能性関与成分を複数含む場

合には関与成分同士の相互作用があるのかないのかということを確認していた

だいています。相互作用が報告されている場合には、届け出しようとする食品

を摂取しても安全な理由を説明していただくことになっています。

〔スライド17〕

生産・製造及び品質の管理でございます。機能性表示食品に特化した要件は

定めておりませんが、届け出していただく際に、加工食品における製造施設や

従業員の衛生管理がどうなっているのか、あるいは生鮮食品における生産、採

取、漁獲等の衛生管理がどうなっているのか、あるいは規格外製品の出荷防止

体制はどうなっているのか、また機能性関与成分の分析方法はどうなのか、製

品規格を適切に設定していただいて、製品分析を実施した結果、機能性関与成

分の分析結果もあわせて提出していただいているところです。

また、健康被害の情報収集体制はどのように整えているのかというところの

届け出をしていただいております。

〔スライド18〕

機能性の根拠は、最終製品を用いた臨床試験、もしくは最終製品または機能

性関与成分に関する研究レビュー、このどちらかで表示しようとする機能性の

科学的根拠を説明していただいています。

どちらで機能性を評価したかによってパッケージの表現が変わってきます。

最終製品を用いた臨床試験の場合には、この食品は○○の成分が含まれ、どう

いった機能がありますと表示されますが、研究レビューの場合には、○○の機

能があると報告されていますというように表示の文言が変わっています。

〔スライド19〕

最後に、表示見本をこちらに提出していただくという形になっています。

〔スライド20〕

届出資料の作成ポイントということで、今日、事業者の方々も御参加してお

りますので、簡単に説明させていただきます。

商品名、関与成分について注意事項を設けております。機能性関与成分以外

の成分を強調しないということになっていますので、商品名にはそういったも

のは用いないでほしいとか、あるいは機能性関与成分につきましては、定量確

認、定性確認が可能な成分であるということがございますので、こういったと

ころをよく御確認いただければと思います。

〔スライド21〕
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また、表示しようとする機能性につきましては、ガイドラインでも書かせて

いただいていますが、機能性関与成分に基づく科学的根拠なのか、あるいは当

該成分を含有する最終食品での科学的根拠なのか、あるいは臨床試験によるも

のなのか、研究レビューによるものなのか、そういったものがわかる表現にし

てほしいということ、それから、表示しようとする機能性について科学的根拠

に基づいた表現であること、あるいは消費者が理解しやすい表現かどうか、科

学的根拠を説明できないにもかかわらず両方向の作用を持つ表現ではないこと

ということで、例えば血圧に関するものでは下げる作用と上げる作用があるわ

けですから、そういったものを両方向持つような文言は避けてほしいとか、あ

るいは作用機序が明確に考察できる表現であること、こういったことを作成の

ポイントとして挙げさせていただいています。

当然ながら、この機能性表示食品制度は健康の保持増進の範囲内で表示する

ものになりますので、治療効果、予防効果、こういったものを暗示しないよう

な文言であることが基本となっています。

〔スライド22〕

消費者の皆様方に利用いただくときのポイントとしては、まず、やはり食生

活が重要ですので、自分の食生活を振り返っていただければと思います。主食、

主菜、副菜を基本に食事のバランスをとることが大切です。

〔スライド23〕

また、たくさん摂取すればより多くの効果が期待できるというものではござ

いません。過剰な摂取が健康に害を及ぼす場合もありますので、パッケージに

ある１日当たりの摂取目安量、注意喚起表示、こういったものをよく確認して

いただければと思います。

〔スライド24〕

また、体調に異変を感じた際には速やかに摂取を中止していただければと思

います。パッケージには事業者の連絡先として電話番号が表示されております

ので、商品による健康被害が発生した場合は連絡していただければと思います。

〔スライド25〕

より詳しいことを知りたい場合は、消費者庁のウエブサイトに安全性や機能

性の根拠、事業者が届け出た情報が公開されていますので、確認をいただけれ

ばと思います。

〔スライド26〕

このような形で、一般の消費者の方向け、有識者向けということで詳しい情

報を載せておりますので、御確認いただければと思います。

〔スライド27〕

この４月から、届け出のデータベース化、オンライン上でのやりとりを導入
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することになっています。届出データベースという画面に４月以降変わってい

きます。データベースのほうは現在、届出を紙ベースでやりとりしております

ので、事業者の方には時間的にも御負担をかけておりますけれども、そういっ

た手間が省ける形になります。また、消費者の皆様方には、今、PDFで情報を載

せておりますけれども、データベース化することによりまして検索しやすくな

ります。４月は移行期で全てすぐ見られない状況にありますけれども、ぜひ検

索等をして御確認をいただければと思います。

〔スライド28・29・30〕

届け出のフローを参考に配付させていただいておりますので、御確認をいた

だければと思います。

〔スライド31〕

こちらは検索の方法です。いろいろな項目につきまして検索ができるような

形になっております。

〔スライド32〕

最後に、届け出の現在の状況でございますけれども、このデータはちょっと

古いので、今の状況をお話しさせていただきます。３月15日時点で届け出公表

件数243件となっています。サプリメント形状の加工食品が123件、その他の加

工食品が117件、生鮮食品が３件となっております。東京、大阪、愛知からの届

け出が164件、上記以外が79件という形になっています。

今日は簡単に表示の部分のお話をさせていただきましたけれども、消費者の

方々に、機能性表示食品を初めとした、トクホの制度、こういったところの御

理解をいただくのは非常に重要かと思っております。消費者庁におきましても、

昨年３月に閣議決定されました消費者基本計画におきまして、消費者の皆さん

あるいは事業者の方々に十分な理解促進を図るということが明記されておりま

すので、この制度につきましても、全国説明会の開催や、本日お配りさせてい

ただいたパンフレットなど作成して啓発をしているところです。また、昨年４

月にこの制度が始まりまして、今年度、消費者意向等調査を実施しております

ので、その結果を踏まえまして、来年度以降の消費者教育のほうに反映させて

いきたいと考えております。本日お集まりの皆様方にも、機能性に関する制度

あるいは健康食品に関する制度、こういったところの普及啓発についてもぜひ

御協力いただければと思います。

私のほうからは以上です。ありがとうございました。

○司会（消費者庁・大浦）

ここで約10分の休憩といたします。

再開は、会場後ろの時計で15時５分からとします。それまでにお席にお戻り
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ください。

（休 憩）

○司会（消費者庁・大浦）

それでは、時間となりましたので、会を再開いたします。

ここからは進行を独立行政法人国民生活センター理事、宗林さおり様にお願

いします。

それでは、宗林様、よろしくお願いいたします。

○宗林氏（国民生活センター）

皆様、こんにちは。国民生活センターの宗林と申します。ここからの進行を

務めさせていただきます。

皆さん、今日、袋をお持ちだと思いますけれども、このトップに張ってある

紙に188という番号が載っています。これは消費者ホットラインということで、

消費者の方が何か御相談があった場合にここにかけると最寄りの消費生活セン

ターにつながるという番号で、消費者の皆様に広くお伝えしている番号でござ

います。。

国民生活センターは、センター・オブ・センターということで、消費生活セ

ンターに集まった苦情などを全体として取りまとめて、その中から問題点を注

意喚起していくということもしておりますし、また、健康食品につきましては

テストするというような機能もございますので、私も30年ぐらいテストにかか

わってきたというような経緯がございます。また、私個人としましては、これ

まで健康食品の安全性検討会とか、消費者庁、消費者委員会であったり、各省

でトクホ等種々の検討会にも参加してきております。年齢がわかってしまいま

すけれども、健康食品とは実は長い御縁がございます。

今回、機能性表示食品というものが新しく入りまして、表示の制度というこ

とですけれども、消費者にとってみると、何もなかった時代からいろんな表示

の制度が入り、それを目安にして選んでいくことができるようになったという

ことになります。

今日は、本当に身近な健康食品、健康食品というのはトータルな健康食品で

すけれども、その中でいろんな表示がされているようなものについて私たちが

どうつき合っていけばいいのかというようなことを、最初は３題ぐらいをテー

マにしまして、パネルディスカッションを壇上でしたいと思います。また、そ

の後、会場の方からも御質問をいただきたいと思います。

また、ここから参加いただく４名の方、がいらっしゃいますので、自己紹介
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をお願いしたいと思います。

まず、公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協

会NACS消費生活研究所所長の戸部依子さん、どうぞ自己紹介をお願いいたしま

す。

○戸部氏（NACS消費生活研究所）

NACS消費生活研究所の戸部と申します。今日はよろしくお願いいたします。

私どもの団体ですけれども、消費者関連の資格を持つ会員組織でございまし

て、消費者から事業者への情報提供、消費者からの相談対応について会員同士

で話す機会もございます。

健康食品につきましては、上手に使っている人もいる一方で、若い方のサプ

リメントに頼った食生活ですとか、あるいは御高齢の方の売買の契約について、

健康食品を通販で買ってしまったのだけれども、全然使えなくて家にたくさん

たまっているとか、そういう話題がよく出ます。つまり、食生活の健康上の心

配ということと契約のあり方といったようなところが課題かと思っております。

食品にはゼロリスクがないというふうによく言われますけれども、制度自体

も完全なものというのはなかなか難しくて、どう運用していくかということが

大事なのかなと思っております。同時に、健康食品の市場についてはどう育て

ていくのかといったようなところが、行政、消費者、事業者と一緒にその辺の

イメージが描けているのかどうかというところが課題であると思っています。

制度ができると中身をどうするかという議論になりがちですけれども、健康の

維持増進のために市場をどう育てていかないといけないのか、また、栄養指導

はどうあるべきかといったようなところを考えていかないといけないのかなと

思っておりますし、よい制度、わかりやすい表示ができても、食生活といった

ところをきちんとしていかないと健康の維持増進は難しいと思っておりますの

で、関係の皆さんと協力して、よりよい市場になるようにと思っております。

以上です。よろしくお願いします。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

２番目に、健康食品産業協議会会長の関口洋一様、お願いいたします。

○関口氏（健康食品産業協議会）

御紹介ありがとうございます。健康食品産業協議会の関口と申します。

健康食品産業協議会は、日本健康栄養食品協会を初めとして健康食品にかか

わる７つの団体の連合体で私がその会長をしております。私どもとしては食の
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機能の有効活用を考えており、特に、機能性表示食品の制度ができてから、４

つの分科会を持つ専門部会を立ち上げました。分科会は安全性、今検討会が始

まっている機能性関与成分、機能性の検証、表示・広告の４テーマで活動し、

この業界の健全な発展に努めていきたいと思っています。

食の機能は、先ほど梅垣先生のご発言に会った通り、生活習慣の中の健康に

かかわる一つの要素です。食の機能も基本的には道具や物と同じように、安全

な使い方、有効な使い方があるだけだと思っています。この機能を安全で有効

に利用していただくために私どもは、消費者の皆様に出来るだけ正確な機能性

情報や安全性情報を伝えることが重要だと思っております。その様な情報発信

と消費者の皆様の情報を読み解くリテラシー向上により食の機能を適切に使う

ことができれば、生活習慣の一つの要素として皆さんの全体的な健康にお役に

立てるのではないかと思っています。この業界が健全に発展することを考えて

これからも活動していきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○宗林氏（国民生活センター）

関口さん、産業協議会は、いろんな業界団体が集まっているところでありま

すけれども、それを全部束ねているところ、業界団体の代表のような存在とい

うことですか。

○関口氏（健康食品産業協議会）

そうですね。今は緩い連合体なのですが、近い将来もう少し強固な組織にし

ていきたいと思っております。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

次に、消費者庁表示対策課食品表示対策室食品表示調査官の田中誠様、大阪

では御参加されなかったのですが、表示の面が大変多く皆さんの関心がありま

したので、お願いしております。

○田中（消費者庁）

消費者庁食品表示対策室の田中と申します。よろしくお願いいたします。

食品表示対策室というのは平成25年にできたばかりのまだ新しい室なのです

が、広告も含めて、食品表示の取り締まりを主に行っている部署になります。

一口に食品表示規制と申しましても、さまざまな法律がございます。例えば先

般のメニュー偽装に関しては、食品表示法というのが昨年４月にできましたが、

食品表示法でメニュー偽装もやるというイメージをお持ちの方もいらっしゃる
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かもしれないのですが、食品表示法はパッケージの表示に限られております。

メニュー偽装に関しましては、景品表示法の優良誤認規制で対応いたしました。

一方で、産地偽装等への対応というのは、旧JAS法、これは今、食品表示法にか

わりましたけれども、食品表示法で今は対応しております。健康食品の不当表

示と言われるもの、いわゆる消費者の皆様を誤認させるような著しい虚偽誇大、

もしくは優良誤認の広告というのは、健康増進法あるいは景品表示法で対応を

行っているところであります。

繰り返しになりますけれども、食品表示規制一つとりましても、あまた法律

がございます。消費者庁でも以前は幾つかの課に分かれて対応しておりました

が、今、私の所属しております食品表示対策室で６つの法律を一括して管理す

ることが可能になりました。１人の調査官で６つの法律を執行することが可能

になっているというのが今の状況です。

メニュー偽装も含めて、食品表示問題に対応するための６つの法律といいま

すのは、景品表示法を初め、健康増進法、食品表示法、食品衛生法、米トレー

サビリティーもありますし、JAS法で一部残っている部分がありますので、今、

この６つの法律を一元的に活用して食品表示に対しての取り締まり、執行力を

上げて対応しているという状況になっております。よろしくお願いいたします。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

機能性表示食品の中には生鮮のものもございます。ということで、次に、農

林水産技術会議事務局研究推進課の石堂次郎様、お願いいたします。

○石堂（農林水産省）

御紹介にあずかりました、農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課の

石堂と申します。本日はよろしくお願いいたします。

農林水産省というのは、皆さん御存じのとおり、農林水産物、食品関係の行

政ということで、それなりになじみがあるのではないかと思います。その中に

農林水産技術会議事務局という部署がございます。こちらは農林水産物、食品

の研究に関する行政部局でございまして、様々な研究の支援などを通じて農林

水産物、食品の行政を進めていくところでございます。

そういった研究の中には、いろんな栽培の技術、生産の技術みたいなものもい

ろいろございますけれども、その中の一つとして、農林水産物、食品に含まれ

る健康成分、食品自体の健康機能みたいなことに関して研究をいろいろ進めて

いるところでございます。

様々な研究プロジェクトで食品の健康機能に関する研究が行われているので
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すけれども、最近そういった研究成果を国民の皆様のお手元に何とか届けたい

と思っているやさきに機能性表示制度ができたというところでございます。た

だし、こうした研究成果を機能性表示制度に活用しようとしても、単に研究結

果をそのまま消費者の皆さんにお見せしても生鮮食品にどういう機能があるの

かなかなか伝わらない、これまでの研究成果だけではそもそも機能性表示がで

きないというのが現状です。そのような中、何とか生産者の方々が表示を実現

できるように、さらにもう一歩こういった研究もしくはこういう支援が必要で

はないかと色々検討しているところでございます。

特に生鮮食品の場合は現場の農家さんたちがつくっているものに表示するとい

うことになりますので、その方々に制度を理解していただいて、届出してもら

うというのはなかなかハードルが高い状況です。こうした中、特にハードルが

高いところ、いわゆる機能性の根拠の取得に係る部分と、あとは生鮮食品でご

ざいますので、機能性関与成分に限らず様々な成分の含有量がどうしてもばら

ついてしまいますので、そういったものに対してどのように対応していくのか、

どうやってある程度成分含有量を安定化させてちゃんとした表示ができるよう

にするのか、というところを我々は支援しているところです。

本日、参考資料をお配りさせていただいたのですけれども、生鮮食品のばら

つきをどのように抑え、もしくはばらつきをどのように把握して機能性表示を

できるようにするか、これが生産者の方にもわかっていただけるような資料を

作成して昨年８月にホームページで公表させていただいております。こういう

取り組みを通じて生鮮物の機能性表示というものを進めていきたいと考えてお

ります。

○宗林氏（国民生活センター）

皆様、ありがとうございました。

壇上には、今、自己紹介をしました４人のほかに、前半で基調講演、情報提

供いただきました梅垣先生、それから厚労省の岡崎様、消費者庁食品表示企画

課の清野様にも加わっていただいて、これからパネルディスカッションを進め

たいと思います。

健康食品が本日のテーマでございますが、誰でもいろんなところで利用する

ような身近な商品になっています。本日は、事前に質問をとっておりまして、

50件ぐらいの事前質問を頂戴しております。それをなるべく織り込みながら、

先生方のお話もいただいたのですが、その中から漏れたもので、そして私たち

がこれから賢くつき合っていくためにはというような観点から、３つぐらいの

ことをまず最初にパネラーの間でお話をさせていただきたいと思います。

機能性表示食品についてというのがもちろん一番多くて、それも触れたいと
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思いますけれども、最初に、健康食品のリスクをどこまで考えなければならな

いのか、それから、自分は疾病があるけれども、疾病に関係ないものであれば

利用していいのだろうか、大丈夫だろうかというお問い合わせ、薬との飲み合

わせというようなお話、それから、家族の高齢者がたくさん使っているのだけ

れどもというような御質問がございます。

そんな観点から、健康食品と薬との飲み合わせ、最初の梅垣先生のスライド

のところにもございましたけれども、もう一度、安全性というところに焦点を

当てて御意見をいただければと思います。

梅垣先生、先ほどのお話の中にもありましたけれども、まずトップで。

○梅垣氏（国立健康・栄養研究所）

健康な人は健康食品を余り利用しないという実態があります。体調が気にな

るとか、そういう方が利用する可能性が高い。特に病気の人、高齢者の人が利

用する可能性があって、治療目的に使われる場合があります。これは正しい利

用方法ではないというのを考えるべきだと思います。

それから、医薬品との併用が気になる方がいらっしゃいますけれども、実は、

医薬品と併用して相互作用があるかないかというのはほとんどわからないと思

います。

一つの事例として、セントジョーンズワート、セイヨウオトギリソウと言っ

て鬱に効果があるというので人気があるハーブがあるのです。多くの医薬品と

相互作用を起こすというのがいろんなところで書かれていますが、相互作用を

起こす特定成分が少なければ相互作用を起こしません。多ければ相互作用を起

こします。起こるか起こらないかを判断するときは、製品管理がどれだけでき

ているかによるのです。そこのところも考えていかなければいけない。消費者

の人が自分で判断するというのはかなり難しいと思います。

ですから、お願いしたいのは、必ず利用のメモをとっていただきたいと思い

ます。例えば薬を飲んでいてどうも薬が効きにくいのではないかと思われたら、

そのメモを持って医師もしくは薬剤師に相談すれば、相互作用があるかもしれ

ないし、ないかもしれない、それがわかります。メモをとるというのがまず利

用者に求められること、それから、医師に必ず相談してほしいと思います。お

医者さんに言うと怒られるからと黙って使われる人がいますけれども、まとも

な治療を受けたいのであれば、やはりちゃんと医師に伝えていただきたいと思

います。その対応すれば、安心してそれなりのものは使えるのではないかと考

えています。

○宗林氏（国民生活センター）
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ありがとうございます。

厚生労働省の岡崎さん、厚生労働省のほうでは飲み合わせ一覧表みたいなパ

ンフレット出していらっしゃるかと思いますが、今日、会場にありますか。

○岡崎（厚生労働省）

あります。今日お持ちした中で幾つか飲み合わせの事例などは掲載していま

す。

○宗林氏（国民生活センター）

今のセイヨウオトギリソウも含めて、片方に健康食品があって、医薬品の飲

み合わせの一覧表みたいなものもたしか厚生労働省さんのほうで情報提供され

ていたと思います。もし、今日、パンフレットの中に記載がなければ、ホーム

ページを見ていただければ、飲んでいるお薬との関係で表になったものが出さ

れていたかと思いますので、そちらも非常に役に立つと思います。割と身近な

血圧の薬、あと、血液さらさらと言われるような薬のワーファリンであったり、

そういったものとの飲み合わせのものがたくさん掲載されていたかと思います。

安全性の点から、戸部さん、何か不安だとか、消費者の声というのはいかが

ですか。

○戸部氏（NACS消費生活研究所）

今お話を伺っていてちょっと心配かなと思ったのは、一覧表があるというふ

うに今お伺いしたのですけれども、一覧表を見て消費者が自分で判断していい

ものなのでしょうか。

○宗林氏（国民生活センター）

やはり梅垣先生がおっしゃったように、相談をされるということですかね。

○戸部氏（NACS消費生活研究所）

たとえば、薬を飲んでいる人などは相談しないといけませんか？

○岡崎（厚生労働省）

そうですね。パンフレットに掲載しているのですが、健康食品に使われてい

る成分、例えばビタミンB6とフェニトインという医薬品成分との関係が書かれ

てあったり、なかなか一般の方では読み取りにくい情報になっていますので、

やはり医療機関の医師、薬剤師、そういった方にきちんと確認をとってもらう

必要があると考えています。
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○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

意外にたくさんのものが表になっていて、私もびっくりしました。継続的に

飲まれる薬に割とあるようですので、参考にされたらよろしいかと思います。

皆さん、安全性は何かありますか。お手を挙げていただければ、とりあえず

よろしいですか。

その次に、今日は食品表示対策室の方もおいでいただいておりますので、皆

さんの中からも、消費者側は表示のどこを一番目安にすればいいのかという御

質問が幾つかございます。パッケージという観点からどこを見ればいいのかと

いう話もありますし、例えばテレビコマーシャル、そういうマスメディアを通

じたものについてどういうふうに見ていけばいいのかというお問い合わせも事

前質問でいただいています。また、事業者の方からは、こんな御質問をぶつけ

たら、ちょっとぶしつけかなと思いますが、どこまで書いていいのかという御

質問も結構たくさんいただいておりますので、田中さんのほうからお願いでき

ますか。

○田中（消費者庁）

まず、健康食品等の広告なのですけれども、景品表示法と健康増進法で規制

されているのは、著しく人を誤認させる、そういった広告です。ただ、広告と

いうのは当然、表現の自由がありますので、景品表示法も健康増進法も特定の

文言や表現を規制しているわけではありません。広告ですので、多少の誇張が

あること自体は消費者の皆さんも織り込み済みの点はあるのですけれども、一

方で食品の効果効能というのはすぐに目に見えてきませんので、消費者の方か

らしてみるとどこまでが誇張なのかということがわかりづらいという部分があ

るかと思います。

そういう意味では、梅垣先生のスライドにも、キャッチコピーだけではなくて、

パッケージに書かれていることもしっかり見ましょうというスライドが一つあ

りましたけれども、トクホであれば許可表示、機能性表示食品であれば届け出

表示でどういう効果効能がうたわれているのかという部分はしっかり確認して

いただきたいというところがあるかと思います。

一方で、事業者側の方々ですけれども、消費者の方からするとどこまでが誇

張なのかわかりづらいというところがあるとすれば、やはり真の効果効能につ

いてゆがみなく、ありのままに広告をしていただくというところが本来かと思

うのです。商品についてどこまでの真の効果があるかということは、例えば商

品を開発した方もしくは品質管理の方、そういった方々が本来詳しいわけです
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ので、実際に広告を行う営業の方や代理店の方は、そういう方々とよく議論を

する必要があると思います。ポイントとしては消費者に過度の期待を与えない

というところが一つ大きな目安になります。過度の期待というのは、消費者の

方が後で真の効果を知ったときに「えっ、そうなの。だったら、私、それ、買

わなかった」というような状況が一つ目安になるかと思います。

○宗林氏（国民生活センター）

要するに、景品表示法の顧客誘引性ということですか。これを見たから買っ

たのに実はちょっと違う。本当よりも優良に見えたというのが一番の決め手で

すか。

○田中（消費者庁）

いわゆる著しくというところがポイントです。ただ一方で、景品表示法には

不実証広告規制という規定があります。合理的根拠なく表示を行っていた場合

には著しい優良誤認であるとみなされるという規定です。この合理的根拠は何

かというところがしっかりと指針で出ているのですけれども、そこの部分を事

業者の方は十分御理解をして広告をなさるというところが必要かと思います。

簡単に御紹介しますと、合理的根拠があるというのはどういう状況かとい

いますと、客観的に実証された科学的データを有しているということがまず１

点目です。客観的というのは、例えば学術的な学会において一般的に効果が認

められているところというのが一つの目安になっています。

この指針には、２つ要件がありまして、もう１つは、企業の方が持たれてい

る実証された効果と実際に広告をされている内容がマッチングしているかどう

かということです。科学的根拠があったとしても、行き過ぎた表現を広告でう

たっていれば、そこは著しい誤認とみなされてしまう可能性があるということ

ですので、合理的根拠という部分では指針を御確認いただくとある程度御理解

いただけるかと思います。

○宗林氏（国民生活センター）

田中さん、消費者庁のホームページの中に、何か目安になる、ここを読むと

事業者のためにはいいというところがありますか。

○田中（消費者庁）

まず、機能性表示食品に関して言えば、今の景品表示法と健康増進法の観点

から広告を行う際の留意点というのをリーフレットで出させていただいており

ます。トクホに関しては、従前からQ&Aで考え方をお示ししています。あわせて
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今、御紹介したような不実証広告規制の合理的根拠に関しての指針というのが

ありますので、そこを事業者の方はしっかりごらんいただければと思います。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

関口さん、ホームページを事業者の方は皆さんごらんになっていますか。

○関口氏（健康食品産業協議会）

私はチェックできませんけれども、基本的にはこの情報は事業者が広告は作

成するうえで非常に重要ですので、見ていると思っています。

特に今回の機能性表示食品について、表示・広告に関する分科会を立ち上げて、

広告に関する自主ガイドラインを消費者庁の方にもアドバイスをいただきなが

ら、現在作成中です。皆さんも御承知だと思いますが広告出稿時にはメディア

の方たちも審査します。我々が自主ガイドラインを作成したらそれをメディア

の皆様にも御提示して、広告内容をすり合わせて行けば消費者の皆様が御心配

しているような誤解を生じさせる広告は減ってくるのではないかと思っていま

す。

○宗林氏（国民生活センター）

済みません。私から追加ですが、私たち消費者が見るときは、結構マスコミ

を通すことが多いのです。コマーシャルをつくってくださる会社というのも間

に入られると思うのですが、その内容は消費者、受け手側としてはかなり重要

な部分になってくると思うのです。その辺はどこまで宣伝に入れるのかいうこ

とが、CMをつくるところ、あるいはテレビショッピング、そういうところとも

調整はどの程度されるのですか。

○関口氏（健康食品産業協議会）

各社様が広告を作成時、広告代理店やメディアとどういう話をしているかわ

かりませんが、私が伝え聞く範囲では、基本的には新聞でもテレビでも、それ

ぞれの広告基準を持っておられ、広告主と話し合いの中で修正等が行われてい

る様です。ただ、機能性表示食品については特に定まったガイドラインはない

ため、産業協議会として自主的に作成しており、このガイドラインをメディア

にも提示する予定です。

○宗林氏（国民生活センター）

急に、済みません。ありがとうございました。後から会場からの御質問があ



42

れば受けていただきたいと思います。

それでは、その次に多かった新しい機能性表示食品という制度についてのお

問い合わせでございます。

健康食品という一般的な定義はないわけですけれども、その中に保健機能食

品という一定の機能性をうたえるものがあり、機能性表示食品、トクホ、栄養

機能食品という、梅垣先生のスライドにもありましたけれども、そういったも

のが出てきた。だけど、どこに違いがあるのかというのがよくわからないし、

特に今日御質問が多かったのは、かなり多額の費用をかけて今まで事業者の方

はトクホをとっておられたのですが、トクホの優位性がわからなくなってきた

というようなことです。簡単に言えば、どこが違うのか、やはりトクホのほう

がいいのかというような御質問です。

そのあたりについて、商品がいいとか悪いとかではなくて、何を誰がどのよ

うに使うかが決め手だということを先生方お話しされていましたけれども、事

前の御質問の中ではそういう御質問が多かったものですから。とりあえず、３

つの区分の中で、トクホと機能性表示食品かもしれませんが、それについても

う少し追加で食品表示企画課のほうからお願いできますでしょうか。

○清野（消費者庁）

トクホと機能性表示食品ということで、私のスライドの２枚目にも３つの輪

のものを入れさせていただいておりましたけれども、特定保健用食品、トクホ

について一般の消費者の方々が店頭で見るときには、まずマークがついている

のがトクホです。機能性表示食品については機能性表示食品と書かれていると

いう形になって、マークが目印になるというのが１点目です。

どのような手続でそのような表示ができるかという観点につきましては、特

定保健用食品につきましては、先ほども御説明したとおり、事業者の方々から

申請をいただき、消費者庁と消費者委員会、それから食品安全委員会という形

で審査をしていただいて、最終的に消費者庁長官が許可をするという形になっ

ています。機能性表示食品につきましては、事業者の責任で届け出をしていた

だくというところ、そこの手続的なところに大きな違いがある制度かと思いま

す。

○宗林氏（国民生活センター）

そうすると、トクホは国が安全性、有効性について、それぞれ別の機関です

けれども、しっかりと審査している。機能性表示食品は届け出ということで、

事業者の責任においてというところが一番大きな違いということですね。

その中で、トクホの優位性があるのかというお話もありましたけれども、済
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みませんが、もう一度、産業界代表で関口さんにお尋ねしたいと思いますが、

機能性表示食品というのは、さっき清野さんの言葉にありましたけれども、電

話番号が書いてあってお問い合わせができるというのはすごくいいことだと思

っています。お問い合わせをたくさん受けていらっしゃる。そして、機能性表

示食品のほうを伸ばしていくというような感じが傾向として産業界としてもあ

るのでしょうか。

○関口氏（健康食品産業協議会）

これはなかなか難しい話ですね。私の認識している限りでは、多分、特定保

健用食品の申請自体の数は余り変わっていなくて、新しい機能性表示食品は、

今届け出が完了しているものも含めて、７００件を超える届け出があると聞い

ております。このような状況下機能性表示食品の数がトクホに比べ増えていく

可能性があると思っています。

トクホの場合は商品毎に安全性試験、臨床試験が必要ですが、機能性表示食

品の場合は、先ほど清野さんからお話があったとおり、最終商品の臨床試験だ

けではなく、機能性関与成分の機能をシステマチックレビューで検証できれば、

「〇〇という作用が報告されています」という機能性表示は可能です。トクホ

と違って、経済的負担が少なく商品を上市出来るので、数自体は機能性表示食

品が多くなっていくのだろうという感じています。

○宗林氏（国民生活センター）

梅垣先生、その辺、いかがですか。もちろん数の話とか、違いは今わかった

と思うのですが、第三者がしっかり関与されているというところも梅垣先生の

御意見は。

○梅垣氏（国立健康・栄養研究所）

今の機能性表示食品の届け出を見られたらわかりますけれども、企業間でば

らつきが結構あります。それがないのは実はトクホで、最終製品で試験のデー

タは出ています。恐らく機能性表示食品をトクホに出したら通らないと思いま

す。でも、評価を全くしていない製品が世の中にはあります。それが本当にい

いのか悪いのかという判断ができない。そこである程度は判断したのが機能性

表示食品というふうに理解すればよい。健康食品と思われている製品の全体像

を理解すればそれぞれの特徴がわかると思うのです。トクホと機能性表示食品

の違いは、機能性表示食品は、企業がお金もかかるし時間もかかるから簡単に

とれる制度としてできたわけです。消費者側からすれば、お金も時間もかけて

しっかりしたものをつくってもらったほうがいいわけですね。そういう観点か
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らすれば、トクホと機能性表示食品は明らかに違うものだというふうに認識し

ていただかないと、今のままでいくとトクホはなくなってしまう可能性がある

のではないかと思います。

最終的に製品を選択するのは消費者なのです。消費者がその違いを理解すれ

ばトクホは残っていきますけれども、消費者が正しく理解できないような状況

になってきたら、トクホはだんだんなくなってくると思います。そこは心配に

なっています。

○宗林氏（国民生活センター）

そうですね。全体像を見ましても、今までトクホでは機能性としてみられな

かった範囲がありますね。、例えば機能性表示食品のほうですと、認知、記憶力、

目、そういうようなところの今まではトクホの中にはなかったような、それ以

外の機能性のところが出てきているという違いが一つあるということと、その

反面、今、梅垣先生がおっしゃったように、トクホとしてきちんと審査されて

いる、表示もそうですけれども、安全性、有効性についても国が関与している

というようなことが大きく違うということをうまく理解しながら、場合によっ

て両方を使い分けるということも消費者としてできるといいのかもしれません

ね。両方違いがあるということがまずわかった上で、選択するしっかりとした

基準を持つというようなことなのでしょうかね。

生鮮についても御質問が出ていますし、今まだ３品目ということでなかなか

数が伸びないという感じで御質問をいただいていますが、農水省さんのほうか

らいかがでしょうか。

○石堂（農林水産省）

先ほど清野さんの御発表の最後に機能性表示食品の届け出状況というのがあ

りましたが、生鮮食品の届出数は３品、しかもそのうちの２品は１社から出さ

れているものなので、実質２社しか出ていないような状況です。これはもちろ

ん生鮮食品の特有の課題、先ほど申し上げたばらつきみたいな問題もございま

す。さらに、我々が大変危惧しているのは、機能性表示が行われることでバラ

ンスを崩すような食べ方を助長してしまっては元も子もないということです。

例えば１日350ｇ野菜をとってくださいという目標を掲げていますが、毎日

350ｇこの野菜だけとれば機能性はありますみたいなことを表示されては困る

のです。ですから、あくまでも通常の食品の選択の中で、選べる程度の自由度

の中でしっかり機能性のものをとっていただいて、しかも機能が発揮できる、

そういったものを表示しようとなるとすごくハードルが高いというのが本当の

ところです。
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ただ、様々な研究機関等で農林水産物の研究が進められていまして、成分を

たくさん含む品種だとか、もしくは高めるような栽培技術と組み合わせること

で成分含有量を高くすることは可能になりつつありますので、そういうものを

いかにして今度は表示につなげていくかが次の課題になります。

消費者の方々にまだ機能性表示食品制度がうまく浸透していないと皆さん言

われるのですけれども、実は農林水産物の生産現場の方などはそれ以上に理解

されていない状況です。国の制度だし、とりあえず生鮮食品に機能性を表示し

ていいみたいだと誤解されている方がいらっしゃって、例えば何かの品目が届

出されたら、自分たちは何もしないでもとりあえず表示していいのではないか

という誤解もあるような状況です。まずは我々としても生産者サイドに、単に

今つくっているものに単純に表示はできません、しっかり頑張って取り組んで

ほかとは違うのだという取組をしないと実際に届け出することもできませんし、

そうしないとしっかりしたものになっていきません、ということをお話ししな

がら、生鮮食品の機能性表示を普及・支援していきたいと思っているところで

す。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

機能性表示食品は何か追加で御発言があれば、よろしいでしょうか。

時間的にはちょうど半分近く来ましたので、ここから会場から御質問を受け

たいと思います。御質問のある方は挙手をお願いしたいと思います。私が指名

しましたら、係の者がマイクをお持ちしますので、できれば御所属とお名前を

お願いしたいと思います。

最初にも御説明がありましたけれども、広く情報提供をさせていただくこと

を考えておりますので、今回の意見交換の様子は議事録として関係府省のホー

ムページに後日公表予定でございます。議事録に所属とかお名前を掲載してい

ただくと不都合のある方は、その旨お申し添えください。また、できるだけた

くさんの方に御意見をいただきたいので、一人の発言は要点をまとめて２分ぐ

らいでいただければと思います。

どうでしょうか。今いろんな話題についてパネラーの方とお話をさせていた

だきましたが、会場から御質問いただきたいと思います。

○質問者Ａ

２点ほど厚労省関係で質問させていただきたいと思います。

機能性表示食品の届け出云々については、医薬品関係ですと製造承認のよう

な部分かなと思っているのです。こういう製品はこういう効能とか、製造方法
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とか、こういうものがありますというような形で届け出をされているのかなと

思います。医薬品の場合、製造業としてこういう設備を使ってこういう形で製

造していますというようなことも業の許可の対象になっているのですけれども、

健康食品、特に機能性表示食品については、業の許可については一切触れてい

ないですね。業の許可がなくても製造できる区分になっていますので、今後の

対応としてどのような形で考えていらっしゃるのかということです。

もう１点は、今後この産業が成熟してくれば輸出というような観点も出てく

るのかなと思います。今、食品の輸出については、厚労省の関係だとHACCPの制

度、品質管理、そういう形を導入していこうというような流れになっていると

思います。健康食品関係の製品の製造等について食品のGMP等で管理していると

いう話もありますけれども、それとHACCPの関係についてお答えいただければと

思います。

○清野（消費者庁）

現在、食品表示法に基づきます機能性表示食品の届け出をできる者につきま

しては、特段、業としての許可、そういったものは設けていない。当然、食品

としての流通になりますので、そちらのほうでの食品衛生法上のものをクリア

しているというところが要件になっています。

○宗林氏（国民生活センター）

輸出のときのHACCPはいかがですか。

○岡崎（厚生労働省）

輸出は、確かにおっしゃるとおり、今、非常に力を入れていて、2020年まで

には１兆円と目標を掲げて、それを前倒ししてやっていこうということで進め

ている最中で、そういう議論がされているところです。

健康食品については、先ほど説明したとおり、平成17年にガイドラインを出

して、GMPできちんと管理していくというふうに進めているところで、一方、

HACCPの義務化ということも食品全般について議論しているところです。この部

分については今後どういうふうに健康食品にこれまで取り組んでいるGMPと

HACCPを整合させていくのか、それとも既にGMPをとっていればHACCPができてい

るとみなすのか、まさにそういったことを今後議論していく必要があるのかな

と考えているところであります。

ただ、基本的にHACCPについては食の安全性を担保するものと考えているとこ

ろもありまして、一方、GMPについては品質を確保する側面もあると考えており

ます。健康食品であれば機能性関与成分が一定量入っている必要があるという
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ことで、そこの部分の管理の仕方としてはGMP的な考え方のほうがよくなじむの

かということも考えたりしていて、すみ分けをするのであれば、安全性の部分

はHACCPで見る、品質の部分はGMPで見る、そういったことも含めて今後検討し

ていく必要があるという気がしております。

以上です。

○宗林氏（国民生活センター）

機能性表示食品のほうは、GMPは努力義務でしたね。

○清野（消費者庁）

サプリメント形状のものにつきましては、努力義務という形になっています。

○宗林氏（国民生活センター）

それでは、女性の方。

○質問者Ｂ

神奈川から参りました。NPOの神奈川県消費者の会連絡会の今井と申します。

２点ほどお伺いしたいと思っております。

１点目なのですけれども、機能性表示食品というのは機能性があるがために

注意しなければならない事項というのがあるかと思います。難消化性デキスト

リンなどですと、大体、目安は１日１本とか、あるいは人によってはお腹が緩

くなる場合もありますというようなことが書かれているのですが、８ポイント

で大変小さくて見にくいのです。これをもうちょっと大きくしなければいけな

いと思っております。先般、エナジードリンクで亡くなられた若い男性がいら

っしゃったかと思いますが、あれもやはり注意事項が小さくて見にくかったと

いうか、多分、見ていなかったのではないかという思いもあります。表示はす

ればいいということではなくて、より分かりやすくするということが大切なこ

となのではないかと思っていますので、その辺の工夫を今後していただけるの

かどうか、大変心配しているというか、できれば大きくしてほしいというふう

に希望しております。

もう１点、機能性表示食品とトクホでわからないのが、例えばノンアルコー

ルのビールなどがあるのですが、これはトクホでもあり、機能性でもありです。

どこがどういうふうに違うのかが分からないというのが消費者の声なのですけ

れども、教えていただければと思っております。

以上です。
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○宗林氏（国民生活センター）

これは２つとも、まず清野さん、食品表示企画課からお願いします。

○清野（消費者庁）

注意喚起表示については、食品表示法の食品表示基準のほうで最低のポイン

トは決まっているところでございますけれども、やはり見えにくいという御意

見はいただいているところです。今回、機能性を表示するに当たってたくさん

のことを書いていただくということがありますので、どうしても小さくなって

しまっているというところがあると思っています。

制度自体の見直しにつきましては、消費者基本計画のほうにも２年後を目途

に検討を始めるとなっておりますので、そういったところでの御意見を踏まえ

て検討してまいりたいと思います。

それから、トクホでもある商品、機能性でも同じような商品があるというこ

とですけれども、製品自体の違いは当方でもわからないのですが、やはり制度

としてはマークがついているのかどうかというところがポイントになると思い

ます。

たとえば同じような難消化性デキストリンが入っているトクホもあれば、機

能性表示食品もあるということもありますので、同じ関与成分であれば１日摂

取目安量をしっかりと守っていただければと思います。トクホと機能性だから

別々だということではなくて、関与成分としてはこの量をとればというところ

は同じですので、その辺のところはぜひ注意していただければと考えています。

○宗林氏（国民生活センター）

合計で考えてくださいということですね。

○清野（消費者庁）

はい。

○宗林氏（国民生活センター）

よろしいでしょうか。

それでは、そのほか、お手が挙がった男性の方。

○質問者Ｃ

生活環境創造保全会の三堀と申します。お世話になります。

マーガリンに含まれるトランス脂肪酸、これがお菓子にたくさん使われたり、

ケーキに使われたりするのですけれども、今、アメリカでは販売が中止されて
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いると聞いているのですが、日本はどういうふうに取り組んでいかれるのかと

思いまして。

○宗林氏（国民生活センター）

議論としては機能性表示食品とは違いますけれども、日本ではトランス脂肪

酸自体の摂取量は非常に少ないという、基本的にアメリカとの違いがあるかと

は思いますが、どうですか。では、梅垣先生。

○梅垣氏（国立健康・栄養研究所）

海外と日本では摂取量が違うのです。いろんな添加物の問題も、何かが悪い

から表示しろというような話があるのですけれども、要はどれぐらい摂取して

いるかというのが問題になります。摂取量が少なければ生体に対して悪い影響

はないし、多くなれば影響は出てきます。

表示の問題で、日本で表示すべきかどうかというところが問題です。もし表

示をしたら、消費者はトランス脂肪酸は悪いというイメージを持っていますか

ら、それが含まれる食品を全て排除してしまうのです。それが本当にいいのか

どうか。食べるものが食卓からなくなってしまいますね。本当に日本人がトラ

ンス脂肪酸の摂取量が多くて健康上のリスクが高くなるのであれば表示すべき

ですけれども、現状ではそういう状態ではないのです。

表示をしなくてもいい状態というのは、トランス脂肪酸をつくっているとこ

ろに下げてくださいと言うだけでいい影響は出てくる。食品中の含有量を下げ

ることはできます。消費者が知らなくてもいい情報を表示を介してわざわざ渡

してしまって、変な食生活とかになってしまうほうがよくない。日本の現状で

あれば、事業者にトランス脂肪酸を減らしてくださいと言って事業者の人が減

らせば、消費者は知らなくても別に気にしなくてもいいわけです。だから、表

示は何でもかんでもすればいいわけではなく、表示することによってどういう

社会影響があるかを考えて表示するべきだと思います。私の理解では、今のと

ころ日本では個別の商品に表示する必要はない。事業者にはトランス脂肪酸の

含有量を下げてくださいと求めているというのが現実的だと思います。

○質問者Ｃ

わかりました。

○宗林氏（国民生活センター）

食品安全委員会のほうで、２回ですか、どのぐらい摂取しているかというよ

うな調査をされていまして、最初のときも非常に少なくて、２回目のときもそ
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れ以上評価するほどではないという数字が出て、消費者委員会のほうの食品表

示部会でも、表示する云々の議論が一旦ありワーキングは行きましたけれども、

中断された形で今はしないということになっていますね。

○梅垣氏（国立健康・栄養研究所）

そうです。みんな摂取量が低いわけではなくて、お菓子を食べたりする女子

大生の人とかは、かなり多いというデータがあるのです。そういう方は、スナ

ック菓子とか、トランス脂肪酸を含むような食品は食べすぎないでほしいとい

うのが現実的なアドバイスだと私は思っています。

○宗林氏（国民生活センター）

ちょっと話がそれてしまいましたけれども、ほかはいかがでしょうか。

○質問者Ｄ

アドバイザリースタッフ研究会の千葉と申します。

今日はリスクコミュニケーションということなのでお聞きしたいのですけれ

ども、消費者庁、消費者委員会、あるいは食品安全委員会の健康食品について

検討班等、今まで取り組まれてきて、その度に何かあったら専門家に相談しな

さい、その中でアドバイザリースタッフを活用しなさいということが出ている

かと思います。現在、厚生労働省及び消費者庁、国民生活センター、そして事

業者の団体として、どういうふうにアドバイザリースタッフを活用していこう

というふうに考えているか、御意見をお聞かせいただければと思います。

○宗林氏（国民生活センター）

今、お名前が出た順番に、厚生労働省さん、消費者庁さん、国民生活センタ

ーも出ましたので、ちょっと個人的ですけれども。

○岡崎（厚生労働省）

アドバイザリースタッフにつきましては、御存じのとおり、平成14年に通知

を出して、そういった人材を育成するという方針で進めているところでござい

ます。厚生労働科学研究で研究をして、いろんな団体があるというのがわかっ

てきているのですけれども、一時期、その中の主要な団体の皆様方が集まって、

今後、アドバイスできる中身の共有化を図ったり、そういったことで団結して

進んでいこうというふうに聞いていたところです。そういった形で業界として

団結して進めるような形にできるということは望ましい形ではないかと考えて

おりますが、団体が集まって動くということについて最近聞いておりませんの
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で、その辺については当時の取りまとめをしていた方に状況を聞いておきたい

と思っております。

○田中（消費者庁）

消費者庁のほうは私から。私の部署では広告に関しての取り締まりを行って

いるのですが、実際に皆さんもインターネット等で見れば、かなり過激な健康

食品の広告を目にすることも確かにあるかと思います。当然、消費者の方を著

しく誤認させるような広告については、私どもでもしっかりと取り締まりを行

っていきたいと思っているのですが、先ほどちょっとお話しさせていただいた

とおり、広告に関して言えば多少の誇張はあり得るのだという中で、一般消費

者の方々が食品の効果効能についてどこまでが誇張なのかということを理解し

にくいという部分は、その成分に対しての有効性がどこまで確からしいのか、

なかなか理解しづらいというところにあるかと思います。

梅垣先生のところで運用されていますデータベース、健康食品の素材に関し

て安全性と有効性の科学的なデータを掲載するデータベースがありますけれど

も、そこに掲載されているような内容を消費者の方々に伝える橋渡し役として、

アドバイザリースタッフ、NRの方々に期待する部分があるのだということを梅

垣先生もおっしゃっていましたが、実際に取り締まりを行っております私ども

からもそういう希望はございます。

結局のところ、健康食品の不当表示において、過激な広告で消費者が誘引さ

れなければそういう商品というのは徐々になくなっていきますので、正確な情

報伝達というところで御活躍いただければ非常に助かると思っております。

○宗林氏（国民生活センター）

国民生活センターとして何か今、施策があるわけではないのですが、せっか

くこの場に私、出させていただいたので、考えを少しお話しさせていただきま

す。

アドバイザリースタッフは、もともとは保健機能食品全般の説明をするとこ

ろを民間でつくってくださいというようなことが厚生労働省から出たことによ

って、民間のところで幾つかの団体ができたという経緯がございます。それが

すごくたくさんになって、いろんなレベルのところがあってというような時期

もあったのですが、今は大きな団体が数カ所というようなことでまとまってい

る状態だと認識しています。

消費者から行政に期待することというようなアンケートを東京都などもとっ

ていますが、それを見ますと、監視をしてほしいということが強い希望です。

そういった意味でも、行政だけではなくて、アドバイザリースタッフさんとい
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うような方がきちんと表示を見ていただくこともとても大事だと思います。

一方、最初に188と御紹介しました消費生活センターにも、経済的な被害も含

めてたくさん苦情が寄せられております。、今、1000か所以上ぐらいセンターは

あるわけですけれども全部のセンターにそんなに健康食品に詳しい相談員が配

置はされていませんので、一定のあっせんは事業者との間で相談員が動きます

けれども、もう一段階聞けるところという意味で、アドバイザリースタッフの

いろんな団体がある程度まとまって何かプラットホームができると、消費生活

センターとしてはとてもいいのではないか。あるいは消費者が直接お聞きにな

ってもいいし、アドバイザリースタッフという名称のもとにプラットホームを

つくっていただけると、いろんな意味でいい形になるのではないかと私は思っ

ております。

以上です。

○関口氏（健康食品産業協議会）

産業界でどう考えているかということですけれども、例えば私どもの会社も

特定保健用食品や健康食品を扱っていますので、社員にアドバイザリースタッ

フの資格を取ってもらったりしています。これから機能性表示食品制度が進み

機能性表示食品が増加すると、安全性、機能性も含めたデータが消費者庁と届

出会社のホームページに載っている安全性・機能性も含めたデータを消費者の

方にただ見てくださいというのはとても不親切だと思いますので、やはりそう

いう情報をかみ砕いて正確にお伝えする必要があるのではないかと思っていま

す。

そういう意味では、我々の様なメーカーも機能性表示商品を扱う様々な流通

の方たちにも、膨大な量の情報を上手にかみ砕いてお客様に説明する人が必要

なのではないかと思っております。アドバイザリースタッフの方も含め薬剤師

や管理栄養士等の専門家が消費者と商品の間に介在することが必要ではないか

と思っております。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

よろしいでしょうか。

そのほか、いかがでしょうか。

○質問者Ｄ

私は、健康食品の卸小売を担当しております会社の飯塚と申します。

事業者側の声として質問させていただこうと思います。時代背景としては、
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高齢者の急増とか、認知症問題を含めた社会的事情が昨今あると思うのですけ

れども、ざっくりした質問として、いわゆる健康食品という部分とトクホとい

う２つの中に、今回、機能性表示食品という分野が入ってきたわけなのですが、

中小企業はなかなかトクホには手が届かないということもあって、一つは機能

性表示食品の問題に関して、ある種、社会貢献も含めた内容とともに、企業と

しての成長性ということを鑑みながら取り組もうとしています。

今後、流れとして、機能性表示食品をもっと拡大しながら、いわゆる健康食

品という分野のところをもっと明確に機能性を表示することによって、ある意

味で内容を固めていきたいというような行政の政策があるとすると、何として

もこれはとらなくていけないと思ったりする部分もあります。そのあたり、機

能性表示食品ということを通して、これから高齢化社会、医療費の高騰に悩む

社会に対して行政としてどのように関わっていこうとされておられるのか。消

費者庁のほうはどうしてもクレーム処理とか、あるいは高齢者保護ということ

が主体になると思うのですけれども、そのあたりのことを今後のことを展望す

る上において御質問させていただこうと思いました。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございます。

今までの範囲の外の部分の検討会も消費者庁ではおやりなっていると思いま

すが、拡大性というお話だと思いますので、清野さん。

○清野（消費者庁）

まず、表示の部分につきましては、どこまで表示ができるかはあくまでも健

康増進の範囲、そこの部分は医薬品との関係もございますので、変わらないと

考えております。関与成分につきましては、機能性関与成分に関する検討会と

いう形で、現在、機能性表示食品の中では栄養成分は認められておりませんけ

れども、そこの部分について業界のほうからの御要望がございますので、検討

会の中で議論をしているところでございます。

また、関与成分の定量、きちっとものははかれないのだけれども、例えば抽

出物で機能があるものについてもこの制度の中で扱ってほしいという御要望も

ございまして、あわせて検討会のほうで今、議論をしている現状でございます。

今年の秋を目途に検討会の報告書をまとめる形になっておりますので、その中

で少し拡大されるところがあるかどうか、現在そのような状況でございます。

○宗林氏（国民生活センター）

ほか、どうぞ。
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○梅垣氏（国立健康・栄養研究所）

高齢化社会になっていきますから、今おっしゃったように、そういう食品が

必要になってくるのですけれども、実は受け皿があって、特別用途食品という

のがあります。特別用途食品の中には、嚥下困難とか、病者用とか、表示でき

るものがあるのです。そこをきっちり充実させるのが本筋だと思うのですけれ

ども、余りそこに焦点が当たらないのです。でも、そういうちゃんとしたカテ

ゴリーがあるので、行政側としてはそこを充実していったほうが食品の発展に

もつながるし、社会にも貢献できるのではないかと思います。

○清野（消費者庁）

関連でよろしいですか。今、梅垣先生からあった特別用途食品ですけれども、

そちらのほうも現在、あり方の検討会を行っております。規制改革実施計画の

中で、特別用途食品につきましても、新たな区分を追加するような仕組みを検

討するようにという計画が閣議決定されましたので、それに基づきまして、特

別用途食品につきましても現在検討中でございます。関心のある方は、消費者

庁のホームページに資料等も公開しておりますので、ぜひ御確認いただければ

と思います。

○宗林氏（国民生活センター）

ありがとうございました。

よろしいでしょうか。今、お手が３人挙がりました。残り10分となりました。

○質問者Ｅ

日本健康食品規格協会の池田と申します。

現在の機能性表示食品は、安全性、機能性は事業者判断に基づいております

けれども、エビデンスにやはり幅があると思います。消費者にとりましては、

全てがＡランクというか、全てが同じランクに見えてしまうと思うのです。し

かし、実際にはそこに幅があるように思われますけれども、この辺は今後、消

費者の方にどのように伝えることができるのか、あるいはその辺はどのように

お考えかをお聞かせいただければと思います。

○宗林氏（国民生活センター）

これはどうでしょう。制度的には食品表示企画課さんですけれども、特に中

身の審査はされていないのですね。では、清野さんと、それから、関口さんは

出すほうでしょうか。その幅というのを皆さんどのぐらい認識されているのか
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なということもありますので。

○清野（消費者庁）

先ほど説明させていただいたとおり、届け出の際には安全性に関する評価を

各届出者のほうで行っていただくという形になっています。喫食経験によるも

の、あるいは既存資料によるもの、安全性試験によるもの、いずれかで評価を

してくださいということになっています。

同じ喫食実績でもいろんな企業の届け出によって幅があるということだと思

います。現在、調査事業のほうで、安全性ではないのですけれども、科学的根

拠のほうのシステマチックレビューで出されているレビューについて検証事業

を行っております。それと同様に、今後、安全性についても、出されている評

価がどのようなものがあるのかというところについては、だんだん届け出が多

くなってきておりますので、全部は無理かと思いますけれども、検証していく

必要があるだろうと考えているところです。

○宗林氏（国民生活センター）

関口さん、どうですか。幅がやはりありますね。

○関口氏（健康食品産業協議会）

皆さん御承知のとおり、以前行った消費者庁のモデル事業では日本健康・栄

養食品協会が受託し専門家の先生方が特に機能性のエビデンスにＡ、Ｂ、Ｃ、

Ｄというランク付けを行いました実務担当者の間では将来表示制度ができたと

きに機能のエビデンスランクをどのように表現をするか検討したことがあった

のです。例えばエビデンス強度のインディケーターをつける場合のにはある関

与成分に関する肯定情報の量で決めるかとかの議論がありました。結局、その

ときは結論に至りませんでしたが、今後、システマチックレビューの質を専門

家が検証する等行われると思いますが、それら情報を客観的に伝えるのはかな

り難しいと思っています。

○宗林氏（国民生活センター）

あのときモデル事業をやった10成分ぐらいを日本健康・栄養食品協会のほう

で検証して、Ａランクだったものは１つだけだったと思うのですが、Ｂランク

ぐらいまで今、届け出が出ている状況なのでしょうか。

○関口氏（健康食品産業協議会）

あのときの先生方は、Ｃランク以上であれば基本的には機能ありという議論
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だったと思います。ただ、Ｃランクが必ずしも機能性が低いというわけではな

くて、例えば新たな成分であれば研究のレポートは少ないはずで、現在は論文

数が少なくてＣと評価されても将来エビデンスが増加すればランクが上がる。

Ｃランクが機能性関与成分の機能性の高低を直ちに表しているの意ではない事

だったと思います。、それも含めランクをつけるのはなかなか難しいと思ってお

ります。

○宗林氏（国民生活センター）

届け出は出たけれども、その中のどのレベルというのは、機能性表示食品と

いうのは検証がない制度なのですね。戸部さん、今、お聞きになって、安全性

の御質問でしたけれども、消費者としてはいかがでしょうか。

○戸部氏（NACS消費生活研究所）

確かにシステマティックレビューの質だとか、喫食試験の被験者の選び方と

か、その辺にかなりばらつきがあって、客観的データとしての信頼性というと

ころでかなり議論になっているということは聞いていますが、一消費者として

は、まず安全性の部分はきちっとした客観性をもったデータであってほしいと

思います。

機能性の部分の幅があるという評価については、仮に幅をもっと縮めた形で

の厳格な評価ができたとしても、今度は利用の場を考えると人それぞれなわけ

ですから、そのあたりは幅をどこまでというのはかなり難しいのかなと思って

いますが、今後、期待したいところです。

ただ、機能の程度については制度ができたからといって今の時点でものすご

く厳格なものを求めることの意義については疑問です。先ほどちょっと話があ

りましたが、いわゆる健康食品という分野との境界のところを考えると、今の

状態で境界がある程度できたところまでは今の時点では評価できるのかなと思

っております。ただ、これから質を高めるという部分については、消費者が認

知できるというか、使える情報としてというか、そこの部分を含めて一緒に議

論していきたいと思っております。

○宗林氏（国民生活センター）

よろしいですか。

それでは、残り時間がわずかになってきました。今、お二人、お手が挙がっ

ていますので、お二人続けて御質問をお受けしてお答えをするということで、

最後の御質問にしたいと思います。
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○質問者Ｆ

都内の大学で教員をやっています。

今いろんな方に聞きますと、届け出が、システマチックレビューとか、難し

い臨床試験をやらなくてはいけないとか、いろんな誤解とかあって、ハードル

が高いという認識も一方であります。例えばミカンで機能性表示食品がとれた

ら、産地が違っても機能性としてのシステマチックレビューは特にそんなに変

わるものではないと思うのです。既に出ているもののシステマチックレビュー

を、それは著作権の問題はあるかもしれないのですけれども、参考にしてこう

いう届け出書をつくりましたという形での届け出をするとか、ほかの届け出で

しっかりレビューされているものについては、それと同じ成分であれば同じ機

能性で調査とかは追加でしたとかいうことをつけ加えるくらいで届け出書類を

作成することができないか。そうすれば、届け出の書類を見るほうも届け出る

ほうも、消費者が内容を比較する場合においても、同じ成分だから大体同じよ

うなシステマチックレビューが書いてあるということが見られて、内容も非常

に理解しやすいのではないか、そんなふうに思っています。

○宗林氏（国民生活センター）

御意見でよろしいですか。わかりました。

それでは、もう一人の方。

○質問者Ｇ

イマイオフィスの今井と申します。健康食品、サプリメント全般の商品開発

及び販売に関してのアドバイスやコンサルを行っているものです。

アドバイザーが重要である、必要であるということに関して、全員一致で必

要であるという意見になっていたと思うのですが、ちょっと話が戻ってしまう

のですけれども、では、何をアドバイスするのかということを具体的に考えて

いくと、よく見えないと思うのです。梅垣先生もおっしゃられたように、消費

者が望むのは、やはり効くか効かないかということだと思います。それに対し

て、正確な情報を正確に伝えようと思えば思うほど、すごく曖昧な答えになっ

ていくというのが現実だと思うのです。どんなふうに何を消費者に伝えるのか。

結局は、効かないからやめておきなさいという答えになってしまうようにも思

います。国立健康・栄養研究所のデータベースを見ましても、結局、データが

はっきりしないから、はっきりした答えにはならないということになってしま

うと思います。アドバイザリーが必要であるということは共通認識だろうけれ

ども、具体的なアドバイスということに関しては今かなり曖昧な状態であるの

ではないかと思うのですが、その辺に関して御意見を伺いたいと思います。
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○宗林氏（国民生活センター）

まず、梅垣先生からお願いします。

○梅垣氏（国立健康・栄養研究所）

確かに、効くか効かないかというのを消費者の人は求められていますけれど

も、そういうものではなくて、私が話したように、誰が何をどうやって使うか

によって、いい場合もあるし、悪い場合もあるのです。だから、これをとって

大丈夫なのですか、安全なのですかと聞かれたときに、しっかり答えられる知

識がないとだめなのです。それがあればいいわけです。

例えば医薬品との飲み合わせにしても情報が出ています。健康栄養研究所の

データベースは、誰が何をとってどうなったかと具体的に書いてあります。そ

のパターンにはまっていれば「あなたはアレルギーを起こしやすい可能性があ

るから注意してください」とか「もし心配だったらやめてください」というア

ドバイスもできます。いい場合もあるわけです。これをとってこういうふうに

いい場合があると書いてあれば、その人の特性、年齢とか生活習慣とかを考え

て「あなたはこのパターン、この情報に合っているから、ひょっとしたらこう

いう効果があるかもしれません。安全に使ってください」というアドバイスが

現実的にできるわけです。

保健医療に関係する薬剤師とか管理栄養士とか、国家資格を持っている人は

多分できると思います。実際にアドバイザリースタッフの資格を取っている人

はそういう方なのです。そういうところが具体的なアドバイスだと思っていま

すし、実際にアドバイザリースタッフ研究会の千葉先生のところでそういう人

を束ねて、いろんなアドバイスができるような人を集めて、教育というのです

か、研修などもしています。それが具体的な消費者から聞かれたときのアドバ

イスだと私は思っています。

○宗林氏（国民生活センター）

今井さん、よろしいでしょうか。

機能性表示食品の特徴として、透明性が高いですね。いろんな情報が消費者

庁のホームページにありますから、一般消費者向け、それから作用機序ですと

か、そういうところに書いてあることをいきなり消費者が読むというよりは、

管理栄養士さんなり薬剤師さんなりが見て、これはこういうことなのですよと

いう読み解きだけをするという意味でも、今までは何も公開されていなかった

ので、私自身でも、並んでいるものが何が関与成分でどれぐらい入っているの

か全くわからなかった状態から、関与成分が何でどのぐらい入っていてという
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ことが書かれて、その情報がメーカーにも聞けるようになり、そしてホームペ

ージにも載るというようなことになりましたので、そういったところの橋渡し

という意味ではないかと思うのですが、よろしいでしょうか。

今いろんな意見をいただいて大変盛り上がった、有意義だったと思いますが、

これで御質問は締めたいと思います。最後に、梅垣先生のほうから一言、全体

を通していかがでしょうか。

○梅垣氏（国立健康・栄養研究所）

健康食品の問題で重要なことは情報の影響がかなり大きいことです。ある検

討会で、消費者は知る権利がある、何に効果があるか知りたいのだというよう

なことをおっしゃった。これは確かなのです。でも、消費者は、とって何か悪

いことが起こる、その情報も欲しいのです。だから、情報というのはいい情報

も悪い情報も両方提供して、それでバランスがとれる、そういう考え方で対応

しないと、事業者と消費者がうまく連動というか、情報の共有なり対応はでき

ないと思います。そこのところを事業者側も消費者側も注意して対応していた

だければ望ましい方向が出てくるのではないかと思っています。

○宗林氏（国民生活センター）

そうですね。今日参加された方の内訳は、事業者の割合が消費者に対して３

倍でございました。今日は大変いい機会だったと思いますけれども、これから、

こういう取り組みを繰り返していきたいと思います。消費者側も知るための、

今はやりの知識・リテラシーを高めていかなくてはいけませんし、リテラシー

を高めるための一助としてアドバイザリースタッフだったり、事業者からの情

報提供であったり、あるいは行政の公開される情報であったりが大変役立つか

と思います。私も、使いたいと思いながらどうやって調べようかと思ってコマ

ーシャルを見ているわけですけれども、皆さんと一緒にこの問題に取り組んだ

りまた顔を合わせて議論できる機会があればと思っております。

これで、パネルディスカッション、意見交換を終了させていただきます。

皆さん、御協力ありがとうございました。先生方、ありがとうございました。

○司会（消費者庁・大浦）

パネリストの皆様、そしてコーディネーターの宗林様、ありがとうございま

した。皆様、いま一度拍手をお願いいたします。

以上をもちまして、本日のプログラムを終了させていただきます。

長時間にわたり、お付き合いいただき、誠にありがとうございました。

参加者の皆様にはアンケートの御提出に御協力をお願いいたします。出口付
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近でスタッフが回収させていただきます。お帰りの際、お忘れなどないように

お気をつけください。本日は御来場いただき、まことにありがとうございまし

た。

なお、お帰りの際には、会場の後方に関係府省のパンフレット等があります

ので、ぜひ一度ご覧ください。


